【開示様式例（上場会社の決定事実）】
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（開示様式例）公募による新株式発行に関するお知らせ
○○年○○月○○日
各　位
会 社 名
○○○○株式会社
代表者名
代表取締役社長　○○　○○

（コード：○○○○、○○○○市場）
問合せ先
取締役広報・ＩＲ部長　○○　○○

（TEL．○○－○○○○－○○○○）
公募による新株式発行に関するお知らせ
当社は、○○年○○月○○日開催の取締役会において、以下のとおり、新株式発行を行うことについて決議しましたので、お知らせいたします。
１．新株式発行要領
	（１）
	発行新株式数
	

	（２）
	発行価額
	

	（３）
	発行価額の総額
	

	（４）
	資本組入額
	

	（５）
	募集方法
	

	（６）
	申込期間
	

	（７）
	払込期日
	

	（８）
	申込株数単位
	

	（９）
	前記各号については、金融商品取引法による届出の効力発生を条件とする。


（注）発行価額の決定方法
２．今回の増資による発行済株式総数の推移
現在の発行済株式総数
***,***,***,***,***株
増資による増加株式数
***,***,***,***,***株
増資後発行済株式総数
***,***,***,***,***株
３．増資の理由（調達資金の使途）等
（１）増資の理由（増資調達資金の使途）
（２）前回調達資金の使途の変更
（３）業績に与える影響
４．株主への利益配分等
（１）利益配分に関する基本方針
（２）配当決定にあたっての考え方
（３）内部留保資金の使途
（４）その他
（５）過去３決算期間の配当状況等
	
	○○年○月期
	○○年○月期
	○○年○月期

	１株当たり連結当期純利益
	
	
	

	１株当たり年間配当金
	
	
	

	実績連結配当性向
	
	
	

	１株当たりみなし配当金
	
	
	

	修正連結配当性向
	
	
	

	自己資本連結当期純利益率
	
	
	

	連結純資産配当率
	
	
	


５．その他
（１）配分先の指定
（２）潜在株式による希薄化情報
（３）過去３年間に行われたエクイティ・ファイナンスの状況等
①　エクイティ・ファイナンスの状況
	年月日
	増資額
	増資後資本金
	増資後資本準備金

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


②　過去３決算期間及び直前の株価等の推移
	
	○○年○月期
	○○年○月期
	○○年○月期
	○○年○月期

	始　　　値
	円
	円
	円
	円

	高　　　値
	円
	円
	円
	円

	安　　　値
	円
	円
	円
	円

	終　　　値
	円
	円
	円
	円

	株価収益率
	倍
	倍
	倍
	倍


＜その他投資者が会社情報を適切に理解・判断するために必要な事項（ロックアップ条項の有無を含む。）を記載する。＞
以　上
（開示様式例）株主割当てによる新株式発行に関するお知らせ
○○年○○月○○日
各　位
会 社 名
○○○○株式会社
代表者名
代表取締役社長　○○　○○

（コード：○○○○、○○○○市場）
問合せ先
取締役広報・ＩＲ部長　○○　○○

（TEL．○○－○○○○－○○○○）
株主割当てによる新株式発行に関するお知らせ
当社は、○○年○○月○○日開催の取締役会において、以下のとおり、株主割当てによる新株式発行を行うことについて決議しましたので、お知らせいたします。
１．発行要領
	（１）
	発行新株式数
	

	（２）
	割当方法
	

	（３）
	発行価額
	

	（４）
	発行価額の総額
	

	（５）
	資本組入額
	

	（６）
	払込金額
	

	（７）
	申込証拠金
	

	（８）
	申込方法
	

	（９）
	申込期間
	

	（10）
	払込期日
	

	（11）
	割当ての結果生ずる１株未満の端数の処理その他この新株式発行について必要な事項は、今後の取締役会において決定する。

	（12）
	前記各号については、金融商品取引法による届出の効力発生を条件とする。


（注）発行価額の決定方法
２．今回の増資による発行済株式総数の推移
現在の発行済株式総数
***,***,***,***,***株
増資による増加株式数
***,***,***,***,***株
増資後発行済株式総数
***,***,***,***,***株
３．増資の理由（調達資金の使途）等
（１）増資の理由（増資調達資金の使途）
（２）前回調達資金の使途の変更
（３）業績に与える影響
４．株主への利益配分等
（１）利益配分に関する基本方針
（２）配当決定にあたっての考え方
（３）内部留保資金の使途
（４）その他
（５）過去３決算期間の配当状況等
	
	○○年○月期
	○○年○月期
	○○年○月期

	１株当たり連結当期純利益
	
	
	

	１株当たり年間配当金
	
	
	

	実績連結配当性向
	
	
	

	１株当たりみなし配当金
	
	
	

	修正連結配当性向
	
	
	

	自己資本連結当期純利益率
	
	
	

	連結純資産配当率
	
	
	


５．その他
（１）配分先の指定
（２）潜在株式による希薄化情報
（３）過去３年間に行われたエクイティ・ファイナンスの状況等
①　エクイティ・ファイナンスの状況
	年月日
	増資額
	増資後資本金
	増資後資本準備金

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


②　過去３決算期間及び直前の株価等の推移
	
	○○年○月期
	○○年○月期
	○○年○月期
	○○年○月期

	始　　　値
	円
	円
	円
	円

	高　　　値
	円
	円
	円
	円

	安　　　値
	円
	円
	円
	円

	終　　　値
	円
	円
	円
	円

	株価収益率
	倍
	倍
	倍
	倍


＜その他投資者が会社情報を適切に理解・判断するために必要な事項を記載する。＞
以　上
（開示様式例）第○回無担保転換社債型新株予約権付社債の発行条件の決定に関するお知らせ
○○年○○月○○日
各　位
会 社 名
○○○○株式会社
代表者名
代表取締役社長　○○　○○

（コード：○○○○、○○○○市場）
問合せ先
取締役広報・ＩＲ部長　○○　○○

（TEL．○○－○○○○－○○○○）
第○回無担保転換社債型新株予約権付社債の発行条件の決定に関するお知らせ
当社は、○○年○○月○○日開催の取締役会において、以下のとおり、○○年○○月○○日に発行決議した第○回無担保転換社債型新株予約権付社債の発行条件について決議しましたので、お知らせいたします。
１．新株予約権に関する事項
	（１）
	新株予約権の発行価額
	    ***,***円

	（２）
	新株予約権の行使に際して
払込みをなすべき額
	***,***,***円

	
	※１株当たりの金額（転換価額）
	    ***,***円

	（３）
	新株の発行価額中の資本組入額
	    ***,***円


（参考）決定日（　　年　　月　　日）における株価等の状況
イ．東京証券取引所における終値    ***,***円
ロ． 　ア　　ッ　　プ　　率　      ○．○％【｛（転換価額）／株価（終値）－１｝×100】
ハ．　 そ　　の　　他
（４）新株予約権の発行価額及び新株予約権の行使に際して払込みをなすべき額の算定理由
２．社債に関する事項
	（１）
	社債の発行価額
	    ***,***円

	（２）
	社債の発行価格
	    ***,***円

	（３）
	社債の利率
	  年 ○．○％


＜その他投資者が会社情報を適切に理解・判断するために必要な事項を記載する。＞
以　上
（参考）第○回無担保転換社債型新株予約権付社債の概要（○○年○○月○○日公表）
	（１）
	社債の発行総額
	

	（２）
	募集開始日
	○○年○○月○○日

	（３）
	申込期間
	○○年○○月○○日～○○年○○月○○日

	（４）
	払込期日
	○○年○○月○○日

	（５）
	行使請求期間
	○○年○○月○○日～○○年○○月○○日

	（６）
	償還期限
	○○年○○月○○日


※　詳細は、○○年○○月○○日付け当社プレスリリース「公募による第○回無担保転換社債型新株予約権付社債の発行に関するお知らせ」をご参照ください。
（開示様式例）株式の売出しに関するお知らせ
○○年○○月○○日
各　位
会 社 名
○○○○株式会社
代表者名
代表取締役社長　○○　○○

（コード：○○○○、○○○○市場）
問合せ先
取締役広報・ＩＲ部長　○○　○○

（TEL．○○－○○○○－○○○○）
株式の売出しに関するお知らせ
当社は、○○年○○月○○日開催の取締役会において、以下のとおり、株式の売出しを行うことについて決議しましたので、お知らせいたします。
１．売出要領
	（１）
	売出株式数
	

	（２）
	売出価格
	

	（３）
	売出価額の総額
	

	（４）
	売出株式の所有者
及び売出株式数
	

	（５）
	売出方法
	

	（６）
	申込期間
	

	（７）
	受渡期日
	

	（８）
	申込証拠金
	

	（９）
	申込株式数単位
	

	（10）
	その他
	


（注）売出価格の決定方法
２．売出しの目的
＜その他投資者が会社情報を適切に理解・判断するために必要な事項（ロックアップ条項の有無を含む。）を記載する。＞
以　上
（開示様式例）第三者割当により発行される株式／新株予約権／新株予約権付社債／転換社債型新株予約権付社債の募集に関するお知らせ
○○年○○月○○日
各　位
会 社 名
○○○○株式会社
代表者名
代表取締役社長　○○　○○

（コード：○○○○、○○○○市場）
問合せ先
取締役広報・ＩＲ部長　○○　○○

（TEL．○○－○○○○－○○○○）
第三者割当により発行される株式／新株予約権／新株予約権付社債／転換社債型新株予約権付社債の
募集に関するお知らせ
当社は、○○年○○月○○日開催の取締役会において、以下のとおり、第三者割当により発行される株式／新株予約権／新株予約権付社債／転換社債型新株予約権付社債の募集を行うことについて決議しましたので、お知らせいたします。
１．募集の概要
＜株式発行に係る募集の場合＞
	（１）
	払込期日
	

	（２）
	発行新株式数
	

	（３）
	発行価額
	

	（４）
	調達資金の額
	

	（５）
	募集又は割当方法
（割当予定先）
	

	（６）
	その他
	


＜新株予約権発行に係る募集の場合＞
	（１）
	割当日
	

	（２）
	新株予約権の総数
	

	（３）
	発行価額
	

	（４）
	当該発行による
潜在株式数
	

	（５）
	調達資金の額
	

	（６）
	行使価額
	

	（７）
	募集又は割当方法
（割当予定先）
	

	（８）
	その他
	


＜新株予約権付社債発行に係る募集の場合＞
	（１）
	払込期日
	

	（２）
	新株予約権の総数
	

	（３）
	社債及び新株予約権の
発行価額
	

	（４）
	当該発行による
潜在株式数
	

	（５）
	調達資金の額
	

	（６）
	行使価額
（又は転換価額）
	

	（７）
	募集又は割当方法
（割当予定先）
	

	（８）
	その他
	


２．募集の目的及び理由
３．調達する資金の額、使途及び支出予定時期
（１）調達する資金の額
	①
	払込金額の総額
	

	②
	発行諸費用の概算額
	

	③
	差引手取概算額
	


（２）調達する資金の具体的な使途
	
	具体的な使途
	金　額（百万円）
	支出予定時期

	①
	
	
	**年**月

	②
	
	
	**年**月～**月


	③
	
	
	


※調達資金を実際に支出するまでは、銀行口座にて管理いたします。
４．資金使途の合理性に関する考え方
５．発行条件等の合理性
（１）払込金額の算定根拠及びその具体的内容
払込金額が割当予定先に特に有利でないことに係る適法性に関する監査役の意見等は、以下のとおりです。
（２）発行数量及び株式の希薄化の規模が合理的であると判断した根拠
６．割当予定先の選定理由等
＜複数ある場合は、割当数量を記載したうえで複数記載する。＞
（１）割当予定先の概要
	（１）
	名称
	○○○○株式会社

	（２）
	所在地
	○○県○○市○○△－△－△

	（３）
	代表者の役職・氏名
	

	（４）
	事業内容
	

	（５）
	資本金
	

	（６）
	設立年月日
	

	（７）
	発行済株式数
	

	（８）
	決算期
	

	（９）
	従業員数
	（連結）

	（10）
	主要取引先
	

	（11）
	主要取引銀行
	

	（12）
	大株主及び持株比率
	

	（13）
	当事会社間の関係
	

	
	資本関係
	

	
	人的関係
	

	
	取引関係
	

	
	関連当事者への
該当状況
	

	（14）
	最近３年間の経営成績及び財政状態

	決算期
	**年**期
	**年**期
	**年**期

	
	連結純資産
	
	
	

	
	連結総資産
	
	
	

	
	１株当たり連結純資産(円)
	
	
	

	
	連結売上高
	
	
	

	
	連結営業利益
	
	
	

	
	連結経常利益
	
	
	

	
	親会社株主に帰属する
当期純利益
	
	
	

	
	１株当たり連結当期純利益(円)
	
	
	

	
	１株当たり配当金(円)
	
	
	


（単位：百万円。特記しているものを除く。）
＜個人の場合＞
	（１）
	氏名
	○○　○○

	（２）
	住所
	○○県○○市

	（３）
	職業の内容
	○○

	（４）
	上場会社と
当該個人との間の関係
	


＜ファンドの場合＞
	（１）
	名称
	○○○○ファンド（ケイマン）、エル・ピー

	（２）
	所在地
	1000 West Bay, Seven Mile Beach, Grand Cayman Cayman Islands

	（３）
	設立根拠等
	ケイマン諸島免税リミテッド・パートナーシップ法に基づくLPS（Limited Partnership）

	（４）
	組成目的
	△△△△株式会社グループが、自社の事業である◎◎◎◎事業と関連の深い○○○○関連事業に投資を行うため組成されたものです。

	（５）
	組成日
	○○年○○月○○日

	（６）
	出資の総額
	

	（７）
	出資者・出資比率
・出資者の概要
	１．**.**％　○○　○○　
（△△△△株式会社代表取締役です。）
２．**.**％　○○○○株式会社
（△△△△株式会社代表取締役○○　○○氏が個人で全額出資する○○関係の事業に投資することを専門とした会社です。）
３．**.**％　○○○○投資事業組合
（△△△△株式会社の子会社である□□□株式会社が出資する○○関係の事業に投資することを目的とした投資ビークルです。）

	（８）
	業務執行組合員の概要
	名称
	○○○○株式会社

	
	
	所在地
	○○県○○市○○△－△－△

	
	
	代表者の
役職・氏名
	

	
	
	事業内容
	

	
	
	資本金
	

	（９）
	国内代理人の概要
	名称
	○○○○株式会社

	
	
	所在地
	○○県○○市○○△－△－△

	
	
	代表者の
役職・氏名
	

	
	
	事業内容
	

	
	
	資本金
	

	（10）
	上場会社と当該
ファンドとの間の関係
	上場会社と
当該ファンド
との間の関係
	

	
	
	上場会社と業務執行組合員との間の関係
	

	
	
	上場会社と
国内代理人
との間の関係
	


※　なお、当社は、・・・の方法により、割当予定先、当該割当予定先の役員又は主要株主（主な出資者）が暴力団等とは一切関係がないことを確認しており、その旨の確認書を株式会社東京証券取引所に提出しています。
（２）割当予定先を選定した理由
（３）割当予定先の保有方針
当社は、割当予定先は・・・方針であることを確認しております。
なお、当社は、割当予定先から、割当予定先が払込期日から２年以内に本件第三者割当により発行される当社普通株式の全部又は一部を譲渡した場合には、その内容を当社に対し書面により報告すること、当社が当該報告内容を株式会社東京証券取引所に報告すること、並びに当該報告内容が公衆の縦覧に供されることに同意することにつき、確約書を取得する予定です。
（４）割当予定先の払込みに要する財産の存在について確認した内容
７．募集後の大株主及び持株比率
	募集前（**年**月**日現在）
	募　集　後

	○○○○(株)
	**.**％
	○○○○(株)
	**.**％

	○○○○(株)
	**.**％
	○○○○(株)
	**.**％

	○○○○(株)
	**.**％
	○○○○(株)
	**.**％

	○○○○(株)
	**.**％
	○○○○(株)
	**.**％

	○○○○(株)
	**.**％
	○○○○(株)
	**.**％

	○○○○(株)
	**.**％
	○○○○(株)
	**.**％

	○○○○(株)
	**.**％
	○○○○(株)
	**.**％

	○○○○(株)
	**.**％
	○○○○(株)
	**.**％

	○○○○(株)
	**.**％
	○○○○(株)
	**.**％

	○○○○(株)
	**.**％
	○○○○(株)
	**.**％


８．今後の見通し
９．企業行動規範上の手続きに関する事項
本件第三者割当は、① 希薄化率が２５％未満であること、② 支配株主の異動を伴うものではないこと（新株予約権又は取得請求権すべてが権利行使された場合であっても、支配株主の異動が見込まれるものではないこと）ことから、東京証券取引所の定める上場規程第４３２条に定める独立第三者からの意見入手及び株主の意思確認手続きは要しません。
＜本行為が支配株主との取引等に関するものである場合＞
○．支配株主との取引等に関する事項
（１）支配株主との取引等の該当性及び少数株主の保護の方策に関する指針への適合状況
本取引は、支配株主との取引等に該当します。当社が、○○年○○月○○日に開示したコーポレート・ガバナンス報告書で示している「支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針」に関する本取引における適合状況は、以下のとおりです。
なお、○○年○○月○○日に開示したコーポレート・ガバナンス報告書で示している「支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針」は以下のとおりです。
（２）公正性を担保するための措置及び利益相反を回避するための措置に関する事項
（３）当該取引等が少数株主にとって不利益なものではないことに関する、支配株主と利害関係のない者から入手した意見の概要
10．最近３年間の業績及びエクイティ・ファイナンスの状況
（１）最近３年間の業績（連結）
	
	**年**期
	**年**期
	**年**期

	連結売上高
	百万円
	百万円
	百万円

	連結営業利益
	百万円
	百万円
	百万円

	連結経常利益
	百万円
	百万円
	百万円

	親会社株主に帰属する
当期純利益
	百万円
	百万円
	百万円

	１株当たり連結当期純利益
	円
	円
	円

	１株当たり配当金
	円
	円
	円

	１株当たり連結純資産
	円
	円
	円


（２）現時点における発行済株式数及び潜在株式数の状況（○○年○○月○○日現在）
	
	株　式　数
	発行済株式数に対する比率

	発行済株式数
	***,***,***,***,***,***株
	１００％

	現時点の転換価額（行使価額）における潜在株式数
	***,***,***,***,***,***株
	○○．○％

	下限値の転換価額（行使価額）における潜在株式数
	***,***,***,***,***,***株
	○○．○％

	上限値の転換価額（行使価額）における潜在株式数
	***,***,***,***,***,***株
	○○．○％


（３）最近の株価の状況
①　最近３年間の状況
	
	**年*月期
	**年*月期
	**年*月期

	始　　値
	*,***円
	*,***円
	*,***円

	高　　値
	*,***円
	*,***円
	*,***円

	安　　値
	*,***円
	*,***円
	*,***円

	終　　値
	*,***円
	*,***円
	*,***円


②　最近６か月間の状況
	
	**月
	**月
	**月
	**月
	**月
	**月

	始　　値
	*,***円
	*,***円
	*,***円
	*,***円
	*,***円
	*,***円

	高　　値
	*,***円
	*,***円
	*,***円
	*,***円
	*,***円
	*,***円

	安　　値
	*,***円
	*,***円
	*,***円
	*,***円
	*,***円
	*,***円

	終　　値
	*,***円
	*,***円
	*,***円
	*,***円
	*,***円
	*,***円


③　発行決議日前営業日における株価
	
	**年**月**日

	始　　値
	*,***円

	高　　値
	*,***円

	安　　値
	*,***円

	終　　値
	*,***円


（４）最近３年間のエクイティ・ファイナンスの状況
・公募増資
	払込期日
	**年**月**日

	調達資金の額
	***,***,***,***円（差引手取概算額）

	発行価額
	*,***円

	募集時における
発行済株式数
	***,***,***,***株

	当該募集による
発行株式数
	***,***,***,***株

	募集後における
発行済株式総数
	***,***,***,***株

	発行時における
当初の資金使途
	

	発行時における
支出予定時期
	

	現時点における
充当状況
	


・第三者割当増資
	払込期日
	**年**月**日

	調達資金の額
	***,***,***,***円（差引手取概算額）

	発行価額
	*,***円

	募集時における
発行済株式数
	***,***,***,***株

	当該募集による
発行株式数
	***,***,***,***株

	募集後における
発行済株式総数
	***,***,***,***株

	割当先
	○○○○株式会社

	発行時における
当初の資金使途
	

	発行時における
支出予定時期
	

	現時点における
充当状況
	


・第三者割当による第○回転換社債型新株予約権付社債の発行
	払込期日
	**年**月**日

	調達資金の額
	***,***,***,***円（差引手取概算額）

	転換価額
	*,***円

	募集時における
発行済株式数
	***,***,***,***株

	割当先
	○○○○株式会社

	当該募集による
潜在株式数
	当初の転換価額（*,***円）における潜在株式数：***,***,***,***株
転換価額上限値（*,***円）における潜在株式数：***,***,***,***株
転換価額下限値（*,***円）における潜在株式数：***,***,***,***株

	現時点における
転換状況
	転換済株式数：***,***,***,***,***株
（残高　***,***,***,***円、転換価額　*,***円）

	発行時における
当初の資金使途
	

	発行時における
支出予定時期
	

	現時点における
充当状況
	


・第三者割当による第○回新株予約権の発行
	割当日
	**年**月**日

	発行新株予約権数
	***,***,***個

	発行価額
	*,***円

	発行時における
調達予定資金の額
（差引手取概算額）
	

	割当先
	○○○○株式会社

	募集時における
発行済株式数
	***,***,***,***株

	当該募集による
潜在株式数
	当初の行使価額（*,***円）における潜在株式数：***,***,***,***株
行使価額上限値（*,***円）における潜在株式数：***,***,***,***株
行使価額下限値（*,***円）における潜在株式数：***,***,***,***株

	現時点における
行使状況
	行使済株式数：***,***,***,***,***株
（残新株予約権数　***,***,***個、行使価額　*,***円）

	現時点における
調達した資金の額
（差引手取概算額）
	

	発行時における
当初の資金使途
	

	現時点における
充当状況
	


11．発行要項
＜その他投資者が会社情報を適切に理解・判断するために必要な事項を記載する。＞
以　上
（開示様式例）第三者割当による自己株式／自己新株予約権の処分に関するお知らせ
○○年○○月○○日
各　位
会 社 名
○○○○株式会社
代表者名
代表取締役社長　○○　○○

（コード：○○○○、○○○○市場）
問合せ先
取締役広報・ＩＲ部長　○○　○○

（TEL．○○－○○○○－○○○○）
第三者割当による自己株式／自己新株予約権の処分に関するお知らせ
当社は、○○年○○月○○日開催の取締役会において、以下のとおり、第三者割当による自己株式／自己新株予約権の処分を行うことについて決議しましたので、お知らせいたします。
１．処分要領
＜自己株式処分に係る募集の場合＞
	（１）
	処分期日
	

	（２）
	処分株式数
	

	（３）
	処分価額
	

	（４）
	調達資金の額
	

	（５）
	募集又は処分方法
（処分予定先）
	

	（６）
	その他
	


＜自己新株予約権処分に係る募集の場合＞
	（１）
	処分期日
	

	（２）
	処分新株予約権数
	

	（３）
	処分価額
	

	（４）
	当該処分による
潜在株式数
	

	（５）
	調達資金の額
	

	（６）
	行使価額
	

	（７）
	募集又は処分方法
（処分予定先）
	

	（８）
	その他
	


２．処分の目的及び理由
３．調達する資金の額、使途及び支出予定時期
（１）調達する資金の額
	①
	払込金額の総額
	

	②
	発行諸費用の概算額
	

	③
	差引手取概算額
	


（２）調達する資金の具体的な使途
	
	具体的な使途
	金　額（百万円）
	支出予定時期

	①
	
	
	**年**月

	②
	
	
	**年**月～**月

	③
	
	
	**年**月


※調達資金を実際に支出するまでは、銀行口座にて管理いたします。
４．資金使途の合理性に関する考え方
５．処分条件等の合理性
（１）払込金額の算定根拠及びその具体的内容
払込金額が処分予定先に特に有利でないことに係る適法性に関する監査役の意見等は、以下のとおりです。
（２）処分数量及び株式の希薄化の規模が合理的であると判断した根拠
６．処分予定先の選定理由等
＜複数ある場合は、処分数量を記載したうえで複数記載すること。＞
（１）処分予定先の概要
	（１）
	名称
	○○○○株式会社

	（２）
	所在地
	○○県○○市○○△－△－△

	（３）
	代表者の役職・氏名
	

	（４）
	事業内容
	

	（５）
	資本金
	

	（６）
	設立年月日
	

	（７）
	発行済株式数
	

	（８）
	決算期
	

	（９）
	従業員数
	（連結）

	（10）
	主要取引先
	

	（11）
	主要取引銀行
	

	（12）
	大株主及び持株比率
	

	（13）
	当事会社間の関係
	

	
	資本関係
	

	
	人的関係
	

	
	取引関係
	

	
	関連当事者への
該当状況
	

	（14）
	最近３年間の経営成績及び財政状態

	決算期
	**年**期
	**年**期
	**年**期

	
	連結純資産
	
	
	

	
	連結総資産
	
	
	

	
	１株当たり連結純資産(円)
	
	
	

	
	連結売上高
	
	
	

	
	連結営業利益
	
	
	


	
	連結経常利益
	
	
	

	
	親会社株主に帰属する
当期純利益
	
	
	

	
	１株当たり連結当期純利益(円)
	
	
	

	
	１ 株 当 た り 配当金(円)
	
	
	


（単位：百万円。特記しているものを除く。）
＜個人の場合＞
	（１）
	氏名
	○○　○○

	（２）
	住所
	○○県○○市

	（３）
	職業の内容
	○○

	（４）
	上場会社と
当該個人との間の関係
	


＜ファンドの場合＞
	（１）
	名称
	○○○○ファンド（ケイマン）、エル・ピー

	（２）
	所在地
	1000 West Bay, Seven Mile Beach, Grand Cayman Cayman Islands

	（３）
	設立根拠等
	ケイマン諸島免税リミテッド・パートナーシップ法に基づくLPS（Limited Partnership）

	（４）
	組成目的
	△△△△株式会社グループが、自社の事業である◎◎◎◎事業と関連の深い○○○○関連事業に投資を行うため組成されたものです。

	（５）
	組成日
	○○年○○月○○日

	（６）
	出資の総額
	

	（７）
	出資者・出資比率
・出資者の概要
	１．**.**％　○○　○○　
（△△△△株式会社代表取締役です。）
２．**.**％　○○○○株式会社
（△△△△株式会社代表取締役○○　○○氏が個人で全額出資する○○関係の事業に投資することを専門とした会社です。）
３．**.**％　○○○○投資事業組合
（△△△△株式会社の子会社である□□□株式会社が出資する○○関係の事業に投資することを目的とした投資ビークルです。）

	（８）
	業務執行組合員の概要
	名称
	○○○○株式会社

	
	
	所在地
	○○県○○市○○△－△－△

	
	
	代表者の
役職・氏名
	

	
	
	事業内容
	

	
	
	資本金
	

	（９）
	国内代理人の概要
	名称
	○○○○株式会社

	
	
	所在地
	○○県○○市○○△－△－△

	
	
	代表者の
役職・氏名
	

	
	
	事業内容
	

	
	
	資本金
	

	（10）
	上場会社と当該
ファンドとの間の関係
	上場会社と
当該ファンド
との間の関係
	

	
	
	上場会社と業務執行組合員との間の関係
	

	
	
	上場会社と
国内代理人
との間の関係
	


※　なお、当社は、・・・の方法により、処分予定先、当該処分予定先の役員又は主要株主（主な出資者）が暴力団等とは一切関係がないことを確認しており、その旨の確認書を株式会社東京証券取引所に提出しています。
（２）処分予定先を選定した理由
（３）処分予定先の保有方針
当社は、処分予定先は・・・方針であることを確認しております。
なお、当社は、処分予定先から、処分予定先が払込期日から２年以内に本件第三者割当により発行される当社普通株式の全部又は一部を譲渡した場合には、その内容を当社に対し書面により報告すること、当社が当該報告内容を株式会社東京証券取引所に報告すること、並びに当該報告内容が公衆の縦覧に供されることに同意することにつき、確約書を取得する予定です。
（４）処分予定先の払込みに要する財産の存在について確認した内容
７．処分後の大株主及び持株比率
	処分前（**年**月**日現在）
	処　分　後

	○○○○(株)
	**.**％
	○○○○(株)
	**.**％

	○○○○(株)
	**.**％
	○○○○(株)
	**.**％

	○○○○(株)
	**.**％
	○○○○(株)
	**.**％

	○○○○(株)
	**.**％
	○○○○(株)
	**.**％

	○○○○(株)
	**.**％
	○○○○(株)
	**.**％

	○○○○(株)
	**.**％
	○○○○(株)
	**.**％

	○○○○(株)
	**.**％
	○○○○(株)
	**.**％

	○○○○(株)
	**.**％
	○○○○(株)
	**.**％

	○○○○(株)
	**.**％
	○○○○(株)
	**.**％

	○○○○(株)
	**.**％
	○○○○(株)
	**.**％


８．今後の見通し
９．企業行動規範上の手続きに関する事項
本件第三者割当は、① 希薄化率が２５％未満であること、② 支配株主の異動を伴うものではないこと（新株予約権又は取得請求権すべてが権利行使された場合であっても、支配株主の異動が見込まれるものではないこと）ことから、東京証券取引所の定める上場規程第４３２条に定める独立第三者からの意見入手及び株主の意思確認手続きは要しません。
＜本行為が支配株主との取引等に関するものである場合＞
○．支配株主との取引等に関する事項
（１）支配株主との取引等の該当性及び少数株主の保護の方策に関する指針への適合状況
本取引は、支配株主との取引等に該当します。当社が、○○年○○月○○日に開示したコーポレート・ガバナンス報告書で示している「支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針」に関する本取引における適合状況は、以下のとおりです。
なお、○○年○○月○○日に開示したコーポレート・ガバナンス報告書で示している「支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針」は以下のとおりです。
（２）公正性を担保するための措置及び利益相反を回避するための措置に関する事項
（３）当該取引等が少数株主にとって不利益なものではないことに関する、支配株主と利害関係のない者から入手した意見の概要
10．最近３年間の業績及びエクイティ・ファイナンスの状況
（１）最近３年間の業績（連結）
	
	**年**期
	**年**期
	**年**期

	連結売上高
	百万円
	百万円
	百万円

	連結営業利益
	百万円
	百万円
	百万円

	連結経常利益
	百万円
	百万円
	百万円

	親会社株主に帰属する
当期純利益
	百万円
	百万円
	百万円

	１株当たり連結当期純利益
	円
	円
	円

	１株当たり配当金
	円
	円
	円

	１株当たり連結純資産
	円
	円
	円


（２）現時点における発行済株式数及び潜在株式数の状況（○○年○○月○○日現在）
	
	株　式　数
	発行済株式数に対する比率

	発行済株式数
	***,***,***,***,***,***株
	１００％

	現時点の転換価額（行使価額）における潜在株式数
	***,***,***,***,***,***株
	○○．○％

	下限値の転換価額（行使価額）における潜在株式数
	***,***,***,***,***,***株
	○○．○％

	上限値の転換価額（行使価額）における潜在株式数
	***,***,***,***,***,***株
	○○．○％


（３）最近の株価の状況
①　最近３年間の状況
	
	**年*月期
	**年*月期
	**年*月期

	始　　値
	*,***円
	*,***円
	*,***円

	高　　値
	*,***円
	*,***円
	*,***円

	安　　値
	*,***円
	*,***円
	*,***円

	終　　値
	*,***円
	*,***円
	*,***円


②　最近６か月間の状況
	
	**月
	**月
	**月
	**月
	**月
	**月

	始　　値
	*,***円
	*,***円
	*,***円
	*,***円
	*,***円
	*,***円

	高　　値
	*,***円
	*,***円
	*,***円
	*,***円
	*,***円
	*,***円

	安　　値
	*,***円
	*,***円
	*,***円
	*,***円
	*,***円
	*,***円

	終　　値
	*,***円
	*,***円
	*,***円
	*,***円
	*,***円
	*,***円


③　発行決議日前営業日における株価
	
	**年**月**日

	始　　値
	*,***円

	高　　値
	*,***円

	安　　値
	*,***円

	終　　値
	*,***円


（４）最近３年間のエクイティ・ファイナンスの状況
・公募増資
	払込期日
	**年**月**日

	調達資金の額
	***,***,***,***円（差引手取概算額）

	発行価額
	*,***円

	募集時における
発行済株式数
	***,***,***,***株

	当該募集による
発行株式数
	***,***,***,***株

	募集後における
発行済株式総数
	***,***,***,***株

	発行時における
当初の資金使途
	

	発行時における
支出予定時期
	

	現時点における
充当状況
	


・第三者割当増資
	払込期日
	**年**月**日

	調達資金の額
	***,***,***,***円（差引手取概算額）

	発行価額
	*,***円

	募集時における
発行済株式数
	***,***,***,***株

	当該募集による
発行株式数
	***,***,***,***株

	募集後における
発行済株式総数
	***,***,***,***株

	割当先
	○○○○株式会社

	発行時における
当初の資金使途
	

	発行時における
支出予定時期
	

	現時点における
充当状況
	


・第三者割当による第○回転換社債型新株予約権付社債の発行
	払込期日
	**年**月**日

	調達資金の額
	***,***,***,***円（差引手取概算額）

	転換価額
	*,***円

	募集時における
発行済株式数
	***,***,***,***株

	割当先
	○○○○株式会社

	当該募集による
潜在株式数
	当初の転換価額（*,***円）における潜在株式数：***,***,***,***株
転換価額上限値（*,***円）における潜在株式数：***,***,***,***株
転換価額下限値（*,***円）における潜在株式数：***,***,***,***株

	現時点における
転換状況
	転換済株式数：***,***,***,***,***株
（残高　***,***,***,***円、転換価額　*,***円）

	発行時における
当初の資金使途
	

	発行時における
支出予定時期
	

	現時点における
充当状況
	


・第三者割当による第○回新株予約権の発行
	割当日
	**年**月**日

	発行新株予約権数
	***,***,***個

	発行価額
	*,***円

	発行時における
調達予定資金の額
（差引手取概算額）
	

	割当先
	○○○○株式会社

	募集時における
発行済株式数
	***,***,***,***株

	当該募集による
潜在株式数
	当初の行使価額（*,***円）における潜在株式数：***,***,***,***株
行使価額上限値（*,***円）における潜在株式数：***,***,***,***株
行使価額下限値（*,***円）における潜在株式数：***,***,***,***株

	現時点における
行使状況
	行使済株式数：***,***,***,***,***株
（残新株予約権数　***,***,***個、行使価額　*,***円）

	現時点における
調達した資金の額
（差引手取概算額）
	

	発行時における
当初の資金使途
	

	現時点における
充当状況
	


11．処分要項
＜その他投資者が会社情報を適切に理解・判断するために必要な事項を記載する。＞
以　上
（開示様式例）第三者割当により発行される新株予約権／新株予約権付社債／転換社債型新株予約権付社債の募集に関するお知らせ（ＭＳワラント／ＭＳＣＢの発行）
○○年○○月○○日
各　位
会 社 名
○○○○株式会社
代表者名
代表取締役社長　○○　○○

（コード：○○○○、○○○○市場）
問合せ先
取締役広報・ＩＲ部長　○○　○○

（TEL．○○－○○○○－○○○○）
第三者割当により発行される新株予約権／新株予約権付社債／転換社債型新株予約権付社債の
募集に関するお知らせ（ＭＳワラント／ＭＳＣＢの発行）
当社は、○○年○○月○○日開催の取締役会において、以下のとおり、第三者割当による新株予約権／新株予約権付社債／転換社債型新株予約権付社債／取得請求権付株式（ＭＳＣＢ等）の発行を行うことについて決議しましたので、お知らせいたします。
１．募集の概要
＜新株予約権発行に係る募集の場合＞
	（１）
	割当日
	

	（２）
	発行新株予約権数
	

	（３）
	発行価額
	

	（４）
	当該発行による
潜在株式数
	

	（５）
	調達資金の額（新株予約権の行使に際して出資される財産の価額）
	

	（６）
	行使価額及び
行使価額の修正条件
	

	（７）
	募集又は割当方法
（割当予定先）
	

	（８）
	譲渡制限及び行使数量制限の内容
	

	（９）
	その他
	


＜新株予約権付社債発行に係る募集の場合＞
	（１）
	払込期日
	

	（２）
	新株予約権の総数
	

	（３）
	社債及び新株予約権の
発行価額
	

	（４）
	当該発行による
潜在株式数
	

	（５）
	調達資金の額
	

	（６）
	行使価額又は転換価額及びその修正条件
	

	（７）
	募集又は割当方法
（割当予定先）
	

	（８）
	譲渡制限及び行使数量制限の内容
	

	（９）
	その他
	


２．募集の目的及び理由
３．調達する資金の額、使途及び支出予定時期
（１）調達する資金の額
	①
	払込金額の総額
	


	②
	発行諸費用の概算額
	

	③
	差引手取概算額
	


（２）調達する資金の具体的な使途
	
	具体的な使途
	金　額（百万円）
	支出予定時期

	①
	
	
	**年**月

	②
	
	
	**年**月～**月

	③
	
	
	


※調達資金を実際に支出するまでは、銀行口座にて管理いたします。
４．資金使途の合理性に関する考え方
５．発行条件等の合理性
（１）発行条件が合理的であると判断した根拠
払込金額が割当予定先に特に有利でないことに係る適法性に関する監査役の意見等は、以下のとおりです。
（２）発行数量及び株式の希薄化の規模が合理的であると判断した根拠
６．割当予定先の選定理由等
＜複数ある場合は、割当数量を記載したうえで複数記載すること。＞
（１）割当予定先の概要
	（１）
	名称
	○○○○株式会社

	（２）
	所在地
	○○県○○市○○△－△－△

	（３）
	代表者の役職・氏名
	

	（４）
	事業内容
	

	（５）
	資本金
	

	（６）
	設立年月日
	

	（７）
	発行済株式数
	

	（８）
	決算期
	

	（９）
	従業員数
	（連結）

	（10）
	主要取引先
	

	（11）
	主要取引銀行
	

	（12）
	大株主及び持株比率
	


	（13）
	当事会社間の関係
	

	
	資本関係
	

	
	人的関係
	

	
	取引関係
	

	
	関連当事者への
該当状況
	

	（14）
	最近３年間の経営成績及び財政状態

	決算期
	**年**期
	**年**期
	**年**期

	
	連結純資産
	
	
	

	
	連結総資産
	
	
	

	
	１株当たり連結純資産(円)
	
	
	

	
	連結売上高
	
	
	

	
	連結営業利益
	
	
	

	
	連結経常利益
	
	
	

	
	親会社株主に帰属する
当期純利益
	
	
	

	
	１株当たり連結当期純利益(円)
	
	
	

	
	１ 株 当 た り 配当金(円)
	
	
	


（単位：百万円。特記しているものを除く。）
＜個人の場合＞
	（１）
	氏名
	○○　○○

	（２）
	住所
	○○県○○市

	（３）
	職業の内容
	○○

	（４）
	上場会社と
当該個人との間の関係
	


＜ファンドの場合＞
	（１）
	名称
	○○○○ファンド（ケイマン）、エル・ピー

	（２）
	所在地
	1000 West Bay, Seven Mile Beach, Grand Cayman Cayman Islands

	（３）
	設立根拠等
	ケイマン諸島免税リミテッド・パートナーシップ法に基づくLPS（Limited Partnership）

	（４）
	組成目的
	△△△△株式会社グループが、自社の事業である◎◎◎◎事業と関連の深い○○○○関連事業に投資を行うため組成されたものです。

	（５）
	組成日
	○○年○○月○○日

	（６）
	出資の総額
	

	（７）
	出資者・出資比率
・出資者の概要
	１．**.**％　○○　○○　
（△△△△株式会社代表取締役です。）
２．**.**％　○○○○株式会社
（△△△△株式会社代表取締役○○　○○氏が個人で全額出資する○○関係の事業に投資することを専門とした会社です。）
３．**.**％　○○○○投資事業組合
（△△△△株式会社の子会社である□□□株式会社が出資する○○関係の事業に投資することを目的とした投資ビークルです。）

	（８）
	業務執行組合員の概要
	名称
	○○○○株式会社

	
	
	所在地
	○○県○○市○○△－△－△

	
	
	代表者の
役職・氏名
	

	
	
	事業内容
	

	
	
	資本金
	

	（９）
	国内代理人の概要
	名称
	○○○○株式会社

	
	
	所在地
	○○県○○市○○△－△－△

	
	
	代表者の
役職・氏名
	

	
	
	事業内容
	

	
	
	資本金
	

	（10）
	上場会社と当該
ファンドとの間の関係
	上場会社と
当該ファンド
との間の関係
	

	
	
	上場会社と業務執行組合員との間の関係
	

	
	
	上場会社と
国内代理人
との間の関係
	


※　なお、当社は、・・・の方法により、割当予定先、当該割当予定先の役員又は主要株主（主な出資者）が暴力団等とは一切関係がないことを確認しており、その旨の確認書を株式会社東京証券取引所に提出しています。
（２）割当予定先を選定した理由
＜日本証券業協会会員証券会社により買い受けられる場合に記載すべき注記＞
（注）本割当ては、日本証券業協会会員である○○証券会社により買い受けられるものであり、日本証券業協会の定める「第三者割当増資等の取扱いに関する規則」の適用を受けて募集が行われるものです。
＜日本証券業協会会員証券会社によりあっせんされる場合に記載すべき注記＞
（注）本割当ては、日本証券業協会会員である○○証券会社のあっせんを受けて行われたものであり、日本証券業協会の定める「第三者割当増資等の取扱いに関する規則」の適用を受けて募集が行われるものです。
＜上記のいずれにも該当しない場合等に記載すべき注記＞
（注）本割当ては、日本証券業協会会員である証券会社のあっせんを受けて行われたものではありませんが、当社フィナンシャル・アドバイザーである○○株式会社の紹介を受けて行われたものです。
（３）割当予定先の保有方針及び転換（行使）制限措置
当社は、割当予定先は・・・方針であることを確認しております。
なお、当社は、割当予定先から、割当予定先が払込期日から２年以内に本件第三者割当により発行される当社普通株式の全部又は一部を譲渡した場合には、その内容を当社に対し書面により報告すること、当社が当該報告内容を株式会社東京証券取引所に報告すること、並びに当該報告内容が公衆の縦覧に供されることに同意することにつき、確約書を取得する予定です。
＜ＭＳＣＢ等の発行の場合、上場規程に基づきＭＳＣＢ等の買受人による転換又は行使を制限するよう措置を講じている旨を記載する。＞
（４）割当予定先の払込みに要する財産の存在について確認した内容
（５）株券貸借に関する契約
７．募集後の大株主及び持株比率
	募集前（**年**月**日現在）
	募　集　後

	○○○○(株)
	**.**％
	○○○○(株)
	**.**％

	○○○○(株)
	**.**％
	○○○○(株)
	**.**％

	○○○○(株)
	**.**％
	○○○○(株)
	**.**％

	○○○○(株)
	**.**％
	○○○○(株)
	**.**％

	○○○○(株)
	**.**％
	○○○○(株)
	**.**％

	○○○○(株)
	**.**％
	○○○○(株)
	**.**％

	○○○○(株)
	**.**％
	○○○○(株)
	**.**％

	○○○○(株)
	**.**％
	○○○○(株)
	**.**％

	○○○○(株)
	**.**％
	○○○○(株)
	**.**％

	○○○○(株)
	**.**％
	○○○○(株)
	**.**％


８．今後の見通し
９．企業行動規範上の手続きに関する事項
本件第三者割当は、① 希薄化率が２５％未満であること、② 支配株主の異動を伴うものではないこと（新株予約権又は取得請求権すべてが権利行使された場合であっても、支配株主の異動が見込まれるものではないこと）ことから、東京証券取引所の定める上場規程第４３２条に定める独立第三者からの意見入手及び株主の意思確認手続きは要しません。
＜本行為が支配株主との取引等に関するものである場合＞
○．支配株主との取引等に関する事項
（１）支配株主との取引等の該当性及び少数株主の保護の方策に関する指針への適合状況
本取引は、支配株主との取引等に該当します。当社が、○○年○○月○○日に開示したコーポレート・ガバナンス報告書で示している「支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針」に関する本取引における適合状況は、以下のとおりです。
なお、○○年○○月○○日に開示したコーポレート・ガバナンス報告書で示している「支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針」は以下のとおりです。
（２）公正性を担保するための措置及び利益相反を回避するための措置に関する事項
（３）当該取引等が少数株主にとって不利益なものではないことに関する、支配株主と利害関係のない者から入手した意見の概要
10．最近３年間の業績及びエクイティ・ファイナンスの状況
（１）最近３年間の業績（連結）
	
	**年**期
	**年**期
	**年**期

	連結売上高
	百万円
	百万円
	百万円

	連結営業利益
	百万円
	百万円
	百万円

	連結経常利益
	百万円
	百万円
	百万円

	親会社株主に帰属する
当期純利益
	百万円
	百万円
	百万円

	１株当たり連結当期純利益
	円
	円
	円

	１株当たり配当金
	円
	円
	円

	１株当たり連結純資産
	円
	円
	円


（２）現時点における発行済株式数及び潜在株式数の状況（○○年○○月○○日現在）
	
	株　式　数
	発行済株式数に対する比率

	発行済株式数
	***,***,***,***,***,***株
	１００％

	現時点の転換価額（行使価額）における潜在株式数
	***,***,***,***,***,***株
	○○．○％

	下限値の転換価額（行使価額）における潜在株式数
	***,***,***,***,***,***株
	○○．○％

	上限値の転換価額（行使価額）における潜在株式数
	***,***,***,***,***,***株
	○○．○％


（３）最近の株価の状況
①　最近３年間の状況
	
	**年*月期
	**年*月期
	**年*月期

	始　　値
	*,***円
	*,***円
	*,***円

	高　　値
	*,***円
	*,***円
	*,***円

	安　　値
	*,***円
	*,***円
	*,***円

	終　　値
	*,***円
	*,***円
	*,***円


②　最近６か月間の状況
	
	**月
	**月
	**月
	**月
	**月
	**月

	始　　値
	*,***円
	*,***円
	*,***円
	*,***円
	*,***円
	*,***円

	高　　値
	*,***円
	*,***円
	*,***円
	*,***円
	*,***円
	*,***円

	安　　値
	*,***円
	*,***円
	*,***円
	*,***円
	*,***円
	*,***円

	終　　値
	*,***円
	*,***円
	*,***円
	*,***円
	*,***円
	*,***円


③　発行決議日前営業日における株価
	
	**年**月**日

	始　　値
	*,***円

	高　　値
	*,***円

	安　　値
	*,***円

	終　　値
	*,***円


（４）最近３年間のエクイティ・ファイナンスの状況
・公募増資
	払込期日
	**年**月**日

	調達資金の額
	***,***,***,***円（差引手取概算額）

	発行価額
	*,***円

	募集時における
発行済株式数
	***,***,***,***株

	当該募集による
発行株式数
	***,***,***,***株

	募集後における
発行済株式総数
	***,***,***,***株

	発行時における
当初の資金使途
	

	発行時における
支出予定時期
	

	現時点における
充当状況
	


・第三者割当増資
	払込期日
	**年**月**日

	調達資金の額
	***,***,***,***円（差引手取概算額）

	発行価額
	*,***円

	募集時における
発行済株式数
	***,***,***,***株

	当該募集による
発行株式数
	***,***,***,***株

	募集後における
発行済株式総数
	***,***,***,***株

	割当予定先
	○○○○株式会社

	発行時における
当初の資金使途
	

	発行時における
支出予定時期
	

	現時点における
充当状況
	


・第三者割当による第○回転換社債型新株予約権付社債の発行
	払込期日
	**年**月**日

	調達資金の額
	***,***,***,***円（差引手取概算額）

	転換価額
	*,***円

	募集時における
発行済株式数
	***,***,***,***株

	割当先
	○○○○株式会社

	当該募集による
潜在株式数
	当初の転換価額（*,***円）における潜在株式数：***,***,***,***株
転換価額上限値（*,***円）における潜在株式数：***,***,***,***株
転換価額下限値（*,***円）における潜在株式数：***,***,***,***株

	現時点における
転換状況
	転換済株式数：***,***,***,***,***株
（残高　***,***,***,***円、転換価額　*,***円）

	発行時における
当初の資金使途
	

	発行時における
支出予定時期
	

	現時点における
充当状況
	


・第三者割当による第○回新株予約権の発行
	割当日
	**年**月**日

	発行新株予約権数
	***,***,***個

	発行価額
	*,***円

	発行時における
調達予定資金の額
（差引手取概算額）
	

	割当先
	○○○○株式会社

	募集時における
発行済株式数
	***,***,***,***株

	当該募集による
潜在株式数
	当初の行使価額（*,***円）における潜在株式数：***,***,***,***株
行使価額上限値（*,***円）における潜在株式数：***,***,***,***株
行使価額下限値（*,***円）における潜在株式数：***,***,***,***株

	現時点における
行使状況
	行使済株式数：***,***,***,***,***株
（残新株予約権数　***,***,***個、行使価額　*,***円）

	現時点における
調達した資金の額
（差引手取概算額）
	

	発行時における
当初の資金使途
	

	現時点における
充当状況
	


11．発行要項
＜その他投資者が会社情報を適切に理解・判断するために必要な事項を記載する。＞
以　上
（開示様式例）株式報酬としての新株式発行に関するお知らせ
○○年○○月○○日
各　位
会 社 名
○○○○株式会社
代表者名
代表取締役社長　○○　○○

（コード：○○○○、○○○○市場）
問合せ先
取締役広報・ＩＲ部長　○○　○○

（TEL．○○－○○○○－○○○○）
株式報酬としての新株式発行に関するお知らせ
当社は、○○年○月○日開催の取締役会において、以下のとおり、株式報酬として新株式発行を行うことについて決議しましたので、お知らせいたします。
１．発行の概要
	（１）
	払込期日
	

	（２）
	発行する株式の種類
及び数
	

	（３）
	発行価額
	

	（４）
	発行総額
	

	（５）
	割当予定先
	（割当ての対象者及びその人数並びに割り当てる株式の数の記載する場合）
取締役○名　　○株
執行役員○名　　○株

	
	
	（割当予定先を記載する場合）
○○信託銀行

	（６）
	その他
	


２．発行の目的及び理由
３．払込金額の算定根拠及びその具体的内容
＜本株式の発行が第三者割当に該当する場合＞
４．企業行動規範上の手続きに関する事項
本株式の発行は、①希薄化率が２５％未満であること、②支配株主の異動を伴うものではないことから、東京証券取引所の定める上場規程第４３２条に定める独立第三者からの意見入手及び株主の意思確認手続きは要しません。
＜本行為が支配株主との取引等に関するものである場合＞
５．支配株主との取引等に関する事項
（１）支配株主との取引等の該当性及び少数株主の保護の方策に関する指針への適合状況
本取引は、支配株主との取引等に該当します。当社が、○○年○○月○○日に開示したコーポレート・ガバナンス報告書で示している「支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針」に関する本取引における適合状況は、以下のとおりです。
なお、○○年○○月○○日に開示したコーポレート・ガバナンス報告書で示している「支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針」は以下のとおりです。
（２）公正性を担保するための措置及び利益相反を回避するための措置に関する事項
（３）当該取引等が少数株主にとって不利益なものではないことに関する、支配株主と利害関係のない者から入手した意見の概要
＜その他投資者が会社情報を適切に理解・判断するために必要な事項を記載する。＞
以　上
（開示様式例）ストック・オプション（新株予約権）の付与に関するお知らせ

○○年○○月○○日

各　位

会 社 名
○○○○株式会社

代表者名
代表取締役社長　○○　○○


（コード：○○○○、○○○○市場）

問合せ先
取締役広報・ＩＲ部長　○○　○○


（TEL．○○－○○○○－○○○○）

ストック・オプション（新株予約権）の付与に関するお知らせ

当社は、○○年○○月○○日開催の取締役会において、以下のとおり、ストック・オプションの実施等を目的として、株主以外の者に対し特に有利な条件をもって新株予約権を発行することの承認を求める議案を○○年○○月○○日開催予定の当社第○○回定時株主総会に提案することについて決議しましたので、お知らせいたします。

１．ストック・オプション制度を導入する目的及び有利な条件による発行を必要とする理由

２．新株予約権の発行要領

	（１）
	新株予約権の割当ての対象者及びその人数並びに割り当てる新株予約権の数
	

	（２）
	新株予約権の

目的である株式の種類
	

	（３）
	新株予約権の

目的である株式の数
	

	（４）
	発行する

新株予約権の総数
	

	（５）
	新株予約権の

発行価額
	

	（６）
	新株予約権の

行使に際して

払込みをなすべき額

（行使価額）
	

	（７）
	新株予約権の

権利行使期間
	

	（８）
	新株予約権の

行使の条件
	

	（９）
	新株予約権の行使
により株式を発行
する場合に増加
する資本金及び
資本準備金の額
	

	（10）
	新株予約権の

取得の事由及び

取得条件
	

	（11）
	新株予約権の

譲渡制限
	

	（12）
	株式交換・株式移転時等の新株予約権の処理の方針等
	

	（13）
	新株予約権の
発行価額の算定根拠
	

	（14）
	新株予約権の
割当日
	


（注）上記の内容については、○○年○○月○○日開催予定の当社株主総会において、「ストック・オプションのために、株主以外の者に対し特に有利な条件をもって新株予約権を発行する件」が承認可決されることを条件とします。

＜本行為が支配株主との取引等に関するものである場合＞
３．支配株主との取引等に関する事項

（１）支配株主との取引等の該当性及び少数株主の保護の方策に関する指針への適合状況
本取引は、支配株主との取引等に該当します。当社が、○○年○○月○○日に開示したコーポレート・ガバナンス報告書で示している「支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針」に関する本取引における適合状況は、以下のとおりです。

なお、○○年○○月○○日に開示したコーポレート・ガバナンス報告書で示している「支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針」は以下のとおりです。

（２）公正性を担保するための措置及び利益相反を回避するための措置に関する事項
（３）当該取引等が少数株主にとって不利益なものではないことに関する、支配株主と利害関係のない者から入手した意見の概要

＜その他投資者が会社情報を適切に理解・判断するために必要な事項を記載する。＞
以　上
（開示様式例）新株式発行に係る発行登録に関するお知らせ
○○年○○月○○日
各　位
会 社 名
○○○○株式会社
代表者名
代表取締役社長　○○　○○

（コード：○○○○、○○○○市場）
問合せ先
取締役広報・ＩＲ部長　○○　○○

（TEL．○○－○○○○－○○○○）
新株式発行に係る発行登録に関するお知らせ
当社は、○○年○○月○○日開催の取締役会において、以下のとおり、新株式の発行に係る発行登録を行うことについて決議しましたので、お知らせいたします。
１．発行登録の目的
２．募集有価証券の種類
３．発行予定期間
発行登録の効力発生予定日から　　　　を経過する日まで
（○○年○○月○○日～○○年○○月○○日）
４．発行予定額
***,***,***,***円
５．調達資金の使途
６．募集の仮条件
７．引受証券会社（予定）
○○○○証券株式会社
＜その他投資者が会社情報を適切に理解・判断するために必要な事項を記載する。＞
以　上
（開示様式例）需要状況の調査開始に関するお知らせ
○○年○○月○○日
各　位
会 社 名
○○○○株式会社
代表者名
代表取締役社長　○○　○○

（コード：○○○○、○○○○市場）
問合せ先
取締役広報・ＩＲ部長　○○　○○

（TEL．○○－○○○○－○○○○）
需要状況の調査開始に関するお知らせ
当社は、○○年○○月○○日開催の取締役会において、以下のとおり、新株式の発行に係る投資者の需要状況の調査を開始することについて決議しましたので、お知らせいたします。
１．需要状況の調査開始の目的
２．需要予測期間開始日
○○年○○月○○日
３．募集の仮条件
＜その他投資者が会社情報を適切に理解・判断するために必要な事項を記載する。＞
以　上
（参考）発行登録の概要
	１．
	発行登録書提出日
	○○年○○月○○日

	２．
	発行登録効力発生日
	○○年○○月○○日

	３．
	発行予定期間
	発行登録の効力発生予定日から　　　　を経過する日まで
（○○年○○月○○日～○○年○○月○○日）

	４．
	発行予定額
	***,***,***,***円

	５．
	調達資金の使途
	

	６．
	引受証券会社（予定）
	○○○○証券株式会社


（開示様式例）減資に関するお知らせ
○○年○○月○○日
各　位
会 社 名
○○○○株式会社
代表者名
代表取締役社長　○○　○○

（コード：○○○○、○○○○市場）
問合せ先
取締役広報・ＩＲ部長　○○　○○

（TEL．○○－○○○○－○○○○）
減資に関するお知らせ
当社は、○○年○○月○○日開催の取締役会において、以下のとおり、○○年○○月○○日に開催を予定している定時株主総会に、資本金の額の減少を付議することについて決議しましたので、お知らせいたします。
１．減資の目的
２．減資の要領
（１）減少すべき資本金の額
資本金の額***,***,***,***円を***,***,***,***円減少して、***,***,***,***円とする。
（２）減資の方法
３．減資の日程（予定）
	（１）
	取締役会決議日
	○○年○○月○○日

	（２）
	株主総会決議日
	○○年○○月○○日

	（３）
	債権者異議申述
最終期日
	○○年○○月○○日

	（４）
	減資の効力発生日
	○○年○○月○○日


４．今後の見通し
＜その他投資者が会社情報を適切に理解・判断するために必要な事項を記載する。＞
以　上
（開示様式例）資本準備金の額の減少に関するお知らせ
○○年○○月○○日
各　位
会 社 名
○○○○株式会社
代表者名
代表取締役社長　○○　○○

（コード：○○○○、○○○○市場）
問合せ先
取締役広報・ＩＲ部長　○○　○○

（TEL．○○－○○○○－○○○○）
資本準備金の額の減少に関するお知らせ
当社は、○○年○○月○○日開催の取締役会において、以下のとおり、○○年○○月○○日に開催を予定している定時株主総会に、資本準備金の額の減少を付議することについて決議しましたので、お知らせいたします。
１．資本準備金の額の減少の目的
２．資本準備金の額の減少の要領
（１）減少すべき資本準備金の額
資本準備金の額***,***,***,***円を***,***,***,***円減少して、***,***,***,***円とする。
（２）資本準備金の額の減少の方法
３．資本準備金の額の減少の日程（予定）
	（１）
	取締役会決議日
	○○年○○月○○日

	（２）
	株主総会決議日
	○○年○○月○○日（予定）

	（３）
	債権者異議申述
最終期日
	○○年○○月○○日（予定）

	（４）
	効力発生日
	○○年○○月○○日（予定）


４．今後の見通し
＜その他投資者が会社情報を適切に理解・判断するために必要な事項を記載する。＞
以　上
（開示様式例）会社法第１５６条の規定による自己株式の取得
○○年○○月○○日
各　位
会 社 名
○○○○株式会社
代表者名
代表取締役社長　○○　○○

（コード：○○○○、○○○○市場）
問合せ先
取締役広報・ＩＲ部長　○○　○○

（TEL．○○－○○○○－○○○○）
自己株式取得に係る事項の決定に関するお知らせ
（会社法第１５６条に基づく自己株式の取得）
当社は、○○年○○月○○日開催の取締役会において、以下のとおり、○○年○○月○○日に開催を予定している定時株主総会に、会社法第１５６条の規定に基づき、自己株式取得に係る事項を付議することについて決議しましたので、お知らせいたします。
１．自己株式の取得を行う理由
２．取得に係る事項の内容
	（１）
	取得対象株式の種類
	普通株式

	（２）
	取得し得る
株式の総数
	***,***,***,***株
（発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合　　　　　％）

	（３）
	株式の取得価額の
総額
	***,***,***,***円

	（４）
	取得期間
	○○年○○月○○日～○○年○○月○○日

	（５）
	取得先
	＜特定の者を取得先とする場合＞


（注）上記の内容については、○○年○○月○○日開催予定の当社株主総会において、「自己株式買受けの件」が承認可決されることを条件といたします。
＜特定の者を取得先とする場合＞
３．取得先の概要
＜本行為が支配株主との取引等に関するものである場合＞
４．支配株主との取引等に関する事項
（１）支配株主との取引等の該当性及び少数株主の保護の方策に関する指針への適合状況
本取引は、支配株主との取引等に該当します。当社が、○○年○○月○○日に開示したコーポレート・ガバナンス報告書で示している「支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針」に関する本取引における適合状況は、以下のとおりです。
なお、○○年○○月○○日に開示したコーポレート・ガバナンス報告書で示している「支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針」は以下のとおりです。
（２）公正性を担保するための措置及び利益相反を回避するための措置に関する事項
（３）当該取引等が少数株主にとって不利益なものではないことに関する、支配株主と利害関係のない者から入手した意見の概要
＜その他投資者が会社情報を適切に理解・判断するために必要な事項を記載する。＞
以　上
（参考）○○年○○月○○日時点の自己株式の保有状況
	発行済株式総数
（自己株式を除く）
	***,***,***,***株

	自己株式数
	***,***,***,***株


（開示様式例）会社法第１６５条第２項の規定による定款の定めに基づく自己株式の取得
○○年○○月○○日
各　位
会 社 名
○○○○株式会社
代表者名
代表取締役社長　○○　○○

（コード：○○○○、○○○○市場）
問合せ先
取締役広報・ＩＲ部長　○○　○○

（TEL．○○－○○○○－○○○○）
自己株式取得に係る事項の決定に関するお知らせ
（会社法第１６５条第２項の規定による定款の定めに基づく自己株式の取得）
当社は、○○年○○月○○日開催の取締役会において、以下のとおり、会社法第１６５条第３項の規定により読み替えて適用される同法第１５６条の規定に基づき、自己株式取得に係る事項について決議しましたので、お知らせいたします。
１．自己株式の取得を行う理由
２．取得に係る事項の内容
	（１）
	取得対象株式の種類
	普通株式

	（２）
	取得し得る
株式の総数
	***,***,***,***株
（発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合　　　　　％）

	（３）
	株式の取得価額の
総額
	***,***,***,***円

	（４）
	取得期間
	○○年○○月○○日～○○年○○月○○日


＜本行為が支配株主との取引等に関するものである場合＞
３．支配株主との取引等に関する事項
（１）支配株主との取引等の該当性及び少数株主の保護の方策に関する指針への適合状況
本取引は、支配株主との取引等に該当します。当社が、○○年○○月○○日に開示したコーポレート・ガバナンス報告書で示している「支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針」に関する本取引における適合状況は、以下のとおりです。
なお、○○年○○月○○日に開示したコーポレート・ガバナンス報告書で示している「支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針」は以下のとおりです。
（２）公正性を担保するための措置及び利益相反を回避するための措置に関する事項
（３）当該取引等が少数株主にとって不利益なものではないことに関する、支配株主と利害関係のない者から入手した意見の概要
＜その他投資者が会社情報を適切に理解・判断するために必要な事項を記載する。＞
以　上
（参考）○○年○○月○○日時点の自己株式の保有状況
	発行済株式総数
（自己株式を除く）
	***,***,***,***株

	自己株式数
	***,***,***,***株


（開示様式例）会社法第４５９条第１項の規定による定款の定めに基づく自己株式の取得
○○年○○月○○日
各　位
会 社 名
○○○○株式会社
代表者名
代表取締役社長　○○　○○

（コード：○○○○、○○○○市場）
問合せ先
取締役広報・ＩＲ部長　○○　○○

（TEL．○○－○○○○－○○○○）
自己株式取得に係る事項の決定に関するお知らせ
（会社法第４５９条第１項の規定による定款の定めに基づく自己株式の取得）
当社は、○○年○○月○○日開催の取締役会において、以下のとおり、会社法第４５９条第１項及び当社定款〇条の規定に基づき、自己株式取得に係る事項について決議しましたので、お知らせいたします。
１．自己株式の取得を行う理由
２．取得に係る事項の内容
	（１）
	取得対象株式の種類
	普通株式

	（２）
	取得し得る
株式の総数
	***,***,***,***株
（発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合　　　　　％）

	（３）
	株式の取得価額の
総額
	***,***,***,***円

	（４）
	取得期間
	○○年○○月○○日～○○年○○月○○日


＜本行為が支配株主との取引等に関するものである場合＞
３．支配株主との取引等に関する事項
（１）支配株主との取引等の該当性及び少数株主の保護の方策に関する指針への適合状況
本取引は、支配株主との取引等に該当します。当社が、○○年○○月○○日に開示したコーポレート・ガバナンス報告書で示している「支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針」に関する本取引における適合状況は、以下のとおりです。
なお、○○年○○月○○日に開示したコーポレート・ガバナンス報告書で示している「支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針」は以下のとおりです。
（２）公正性を担保するための措置及び利益相反を回避するための措置に関する事項
（３）当該取引等が少数株主にとって不利益なものではないことに関する、支配株主と利害関係のない者から入手した意見の概要
＜その他投資者が会社情報を適切に理解・判断するために必要な事項を記載する。＞
以　上
（参考）○○年○○月○○日時点の自己株式の保有状況
	発行済株式総数
（自己株式を除く）
	***,***,***,***株

	自己株式数
	***,***,***,***株


（開示様式例）子会社からの自己株式の取得
○○年○○月○○日
各　位
会 社 名
○○○○株式会社
代表者名
代表取締役社長　○○　○○

（コード：○○○○、○○○○市場）
問合せ先
取締役広報・ＩＲ部長　○○　○○

（TEL．○○－○○○○－○○○○）
自己株式取得に係る事項の決定に関するお知らせ
（会社法第１６３条の規定に基づく子会社からの自己株式の取得）
当社は、○○年○○月○○日開催の取締役会において、以下のとおり、会社法第１６３条の規定により読み替えて適用される同法第１５６条の規定に基づき、子会社の有する自己株式取得に係る事項について決議しましたので、お知らせいたします。
１．自己株式の取得を行う理由
２．取得に係る事項の内容
	（１）
	取得対象株式の種類
	普通株式

	（２）
	取得し得る
株式の総数
	***,***,***,***株
（発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合　　　　　％）

	（３）
	株式の取得価額の
総額
	***,***,***,***円

	（４）
	取得期間
	○○年○○月○○日～○○年○○月○○日


３．取得先である子会社の概要
＜その他投資者が会社情報を適切に理解・判断するために必要な事項を記載する。＞
以　上
（参考）○○年○○月○○日時点の自己株式の保有状況
	発行済株式総数
（自己株式を除く）
	***,***,***,***株

	自己株式数
	***,***,***,***株


（開示様式例）自己株式立会外買付取引（ＴｏＳＴＮｅＴ－３）による自己株式の買付け
○○年○○月○○日
各　位
会 社 名
○○○○株式会社
代表者名
代表取締役社長　○○　○○

（コード：○○○○、○○○○市場）
問合せ先
取締役広報・ＩＲ部長　○○　○○

（TEL．○○－○○○○－○○○○）
自己株式立会外買付取引（ＴｏＳＴＮｅＴ－３）による自己株式の買付けに関するお知らせ
当社は、○○年○○月○○日開催の取締役会において、以下のとおり、〇〇年〇〇月〇〇日にお知らせした会社法第○○○条の規定に基づく自己株式の取得に関し、その具体的な取得方法について決議しましたので、お知らせいたします。
１．取得の方法
本日（○○年○○月○○日）の終値（最終特別気配を含む）*,***円で、○○年○○月○○日午前８時４５分の東京証券取引所の自己株式立会外買付取引（ＴｏＳＴＮｅＴ－３）において買付けの委託を行う（その他の取引制度や取引時間への変更は行わない。）。
当該買付注文は当該取引時間限りの注文とする。
２．取得の内容
	（１）
	取得対象株式の種類
	普通株式

	（２）
	取得する
株式の総数
	***,***,***,***株

	（３）
	取得結果の公表
	午前８時４５分の取引終了後に取得結果を公表する。


（注１）当該株数の変更は行わない。なお、市場動向等により、一部又は全部の取得が行われない可能性もある。
（注２）取得予定株式数に対当する売付注文をもって買付けを行う。
＜その他投資者が会社情報を適切に理解・判断するために必要な事項を記載する。＞
以　上
（参考）自己株式の取得に関する決議内容（○○年○○月○○日公表分）
	（１）
	取得対象株式の種類
	普通株式

	（２）
	取得し得る
株式の総数
	***,***,***,***株

	（３）
	株式の取得価額の
総額
	***,***,***,***円

	（４）
	進捗状況
	（○○年○○月○○日現在）
・取得した株式の総数　　***,***,***,***株
・取得価額の総額　　　　***,***,***,***円


（開示様式例）定款の定めに基づく取締役会決議による自己株取得の決議と同時に全株について自己株式立会外買付取引（ＴｏＳＴＮｅＴ－３）による取得の決議を行う場合
○○年○○月○○日
各　位
会 社 名
○○○○株式会社
代表者名
代表取締役社長　○○　○○

（コード：○○○○、○○○○市場）
問合せ先
取締役広報・ＩＲ部長　○○　○○

（TEL．○○－○○○○－○○○○）
自己株式の取得及び自己株式立会外買付取引（ＴｏＳＴＮｅＴ－３）による自己株式の買付けに関するお知らせ
（会社法第１６５条第２項の規定による定款の定めに基づく自己株式の取得及び
自己株式立会外買付取引（ＴｏＳＴＮｅＴ－３）による自己株式の買付け）
当社は、○○年○○月○○日開催の取締役会において、以下のとおり、会社法第１６５条第３項の規定により読み替えて適用される同法第１５６条の規定に基づき自己株式を取得すること及びその具体的な取得方法について決議しましたので、お知らせいたします。
１．自己株式の取得を行う理由
２．取得の方法
本日（○○年○○月○○日）の終値(最終特別気配を含む)*,***円で、○○年○○月○○日午前８時４５分の東京証券取引所の自己株式立会外買付取引（ＴｏＳＴＮｅＴ－３）において買付けの委託を行う（その他の取引制度や取引時間への変更は行わない。）。
当該買付注文は当該取引時間限りの注文とする。
３．取得の内容
	（１）
	取得する株式の種類
	

	（２）
	取得する
株式の総数
	***,***,***,***株

	（３）
	株式の取得価額の
総額
	***,***,***,***円

	（４）
	取得結果の公表
	午前８時４５分の取引終了後に取得結果を公表する。


（注１）当該株数の変更は行わない。なお、市場動向等により、一部又は全部の取得が行われない可能性もある。
（注２）取得予定株式数に対当する売付注文をもって買付けを行う。
＜その他投資者が会社情報を適切に理解・判断するために必要な事項を記載する。＞
以　上
（参考）○○年○○月○○日時点の自己株式の保有状況
	発行済株式総数
（自己株式を除く）
	***,***,***,***株

	自己株式数
	***,***,***,***株


（開示様式例）自己株式立会外買付取引（ＴｏＳＴＮｅＴ－３）による自己株式の取得結果
○○年○○月○○日
各　位
会 社 名
○○○○株式会社
代表者名
代表取締役社長　○○　○○

（コード：○○○○、○○○○市場）
問合せ先
取締役広報・ＩＲ部長　○○　○○

（TEL．○○－○○○○－○○○○）
自己株式立会外買付取引（ＴｏＳＴＮｅＴ－３）による自己株式の取得結果に関するお知らせ
当社は、昨日（○○年○○月○○日）お知らせした自己株式の取得について、以下のとおり買付けを行いましたので、お知らせいたします。
１．自己株式取得を行った理由
２．取得の内容
	（１）
	取得対象株式の種類
	

	（２）
	取得した
株式の総数
	***,***,***,***株

	（３）
	取得価額
	***,***,***,***円

	（４）
	取得日
	○○年○○月○○日

	（５）
	取得方法
	東京証券取引所の自己株式立会外買付取引（ＴｏＳＴＮｅＴ－３）による買付け


＜その他投資者が会社情報を適切に理解・判断するために必要な事項を記載する。＞
以　上
（参考）自己株式の取得に関する決議内容（○○年○○月○○日公表分）
	（１）
	取得対象株式の種類
	

	（２）
	取得し得る
株式の総数
	***,***,***,***株
（発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合　○○．○％）

	（３）
	株式の取得価額の
総額
	***,***,***,***円

	（４）
	進捗状況
	（○○年○○月○○日現在）
・取得した株式の総数　　***,***,***,***株
・取得価額の総額　　　　***,***,***,***円


（開示様式例）株式の無償割当てに関するお知らせ
○○年○○月○○日
各　位
会 社 名
○○○○株式会社
代表者名
代表取締役社長　○○　○○

（コード：○○○○、○○○○市場）
問合せ先
取締役広報・ＩＲ部長　○○　○○　

（TEL．○○－○○○○－○○○○）
株式の無償割当てに関するお知らせ
当社は、○○年○○月○○日開催の取締役会において、以下のとおり、株式の無償割当てを行うことについて決議しましたので、お知らせいたします。
１．株式の無償割当ての目的
２．株式無償割当ての概要
（１）無償割当ての方法
○○年○○月○○日（○曜日）最終の株主名簿に記録された株主の所有する普通株式１株につき、普通株式○．○株の割合をもって割り当てる。
（注）１株に満たない端数の処理方法：
（２）無償割当てにより交付する株式の状況
	①
	無償割当て前の発行済株式総数
	***,***,***,***株

	②
	無償割当てを行わない自己株式の数
	***,***,***,***株

	③
	無償割当てにより交付する株式の総数
	***,***,***,***株

	
	うち、無償割当てにより発行する新株式の数
	***,***,***,***株

	
	うち、無償割当てに際して交付する自己株式の数
	***,***,***,***株

	④
	無償割当て後の発行済株式総数
	***,***,***,***株


３．日　程
	（１）
	基準日公告日
	○○年○○月○○日（予定）

	（２）
	基準日
	○○年○○月○○日（予定）

	（３）
	効力発生日
	○○年○○月○○日（予定）

	（４）
	新規記録日
	○○年○○月○○日（予定）


＜その他投資者が会社情報を適切に理解・判断するために必要な事項を記載する。＞
以　上
（開示様式例）コミットメント型ライツ・オファリングに関するお知らせ
○○年○○月○○日
各　位
会 社 名
○○○○株式会社
代表者名
代表取締役社長　○○　○○

（コード：○○○○、○○○○市場）
問合せ先
取締役広報・ＩＲ部長　○○　○○　

（TEL．○○－○○○○－○○○○）
コミットメント型ライツ・オファリングに関するお知らせ
当社は、○○年○○月○○日開催の取締役会において、以下のとおり、コミットメント型ライツ・オファリングを行うことについて決議しましたので、お知らせいたします。
１．ライツ・オファリングの概要
	（１）
	株主確定日
	

	（２）
	割当日
	

	（３）
	割当てを受ける株主の
有する株式の種類及び
割り当てられる新株予約権の数
	

	（４）
	新株予約権の目的となる
株式の種類及び数
	

	（５）
	発行新株予約権総数
及び割当てによる潜在株式総数
	

	（６）
	新株予約権１個の行使に際して出資される財産の価額
	

	（７）
	新株予約権の権利行使期間
	

	（８）
	行使条件
	

	（９）
	取得条項
	

	（10）
	行使請求の方法
	

	（11）
	その他
	


２．日　程
	日程
	内容

	○○年○月○日（○）
	取締役会決議日
有価証券届出書提出日
総株主通知請求日

	○○年○月○日（○）
	有価証券届出書による届出の効力発生日（予定）

	○○年○月○日（○）
	株主確定日

	○○年○月○日（○）
	新株予約権無償割当ての効力発生日
新株予約権上場日（予定）

	○○年○月○日（○）
	新株予約権の株主割当通知書の送付日

	○○年○月○日（○）から
○○年○月○日（○）まで
	引受証券会社又はその譲受人以外の新株予約権者が実質的に権利行使をすることができる期間

	○○年○月○日（○）
	新株予約権の市場での売買最終日（予定）

	○○年○月○日（○）
	新株予約権上場廃止日（予定）

	○○年○月○日（○）
	当社による新株予約権の取得日

	○○年○月○日（○）
	当社が取得した新株予約権の引受証券会社への譲渡日
引受証券会社による新株予約権の行使日


３．ライツ・オファリングの目的及び理由
４．調達する資金の額、使途及び支出予定時期
（１）調達する資金の額
	①
	払込金額の総額
	

	②
	発行諸費用の概算額
	

	③
	差引手取概算額
	


※発行諸費用の内訳
　・引受証券会社への手数料　***,***円
　・各口座管理機関への事務手数料　***,***円
　・その他諸費用（○、○及び○）　***,***円
（２）調達する資金の具体的な使途
	
	具体的な使途
	金　額（百万円）
	支出予定時期

	①
	
	
	**年**月

	②
	
	
	**年**月～**月

	③
	
	
	


※調達資金を実際に支出するまでは、銀行口座にて管理いたします。
５．資金使途の合理性に関する考え方
６．発行条件等の合理性
（１）権利行使価額及びその算定根拠等
（２）取得条項及びその対価等
７．既存株主等の動向
８．行使状況の公表方法
９．今後の見通し
10．その他投資者が会社情報を適切に理解・判断するために必要な事項
（１）引受契約の概要
（２）外国居住株主の権利行使制限
（３）現時点における発行済株式数、潜在株式数及び自己株式数（○○年○○月○○日現在）並びに割当てによる潜在株式数
	
	株　式　数
	発行済株式数に対する比率

	発行済株式数
	***,***,***,***,***,***株
	１００％

	現時点の潜在株式数
	***,***,***,***,***,***株
	○○．○％

	現時点の自己株式数
	***,***,***,***,***,***株
	○○．○％

	割当てによる潜在株式数
	***,***,***,***,***,***株
	○○．○％


11．最近３年間の業績及びエクイティ・ファイナンスの状況
（１）最近３年間の業績（連結）
	
	**年**期
	**年**期
	**年**期

	連結売上高
	百万円
	百万円
	百万円

	連結営業利益
	百万円
	百万円
	百万円

	連結経常利益
	百万円
	百万円
	百万円

	親会社株主に帰属する
当期純利益
	百万円
	百万円
	百万円

	１株当たり連結当期純利益
	円
	円
	円

	１株当たり配当金
	円
	円
	円

	１株当たり連結純資産
	円
	円
	円


（２）最近の株価の状況
①　最近３年間の状況
	
	**年*月期
	**年*月期
	**年*月期

	始　　値
	*,***円
	*,***円
	*,***円

	高　　値
	*,***円
	*,***円
	*,***円

	安　　値
	*,***円
	*,***円
	*,***円

	終　　値
	*,***円
	*,***円
	*,***円


②　最近６か月間の状況
	
	**月
	**月
	**月
	**月
	**月
	**月

	始　　値
	*,***円
	*,***円
	*,***円
	*,***円
	*,***円
	*,***円

	高　　値
	*,***円
	*,***円
	*,***円
	*,***円
	*,***円
	*,***円

	安　　値
	*,***円
	*,***円
	*,***円
	*,***円
	*,***円
	*,***円

	終　　値
	*,***円
	*,***円
	*,***円
	*,***円
	*,***円
	*,***円


③　発行決議日前営業日における株価
	
	**年**月**日

	始　　値
	*,***円

	高　　値
	*,***円

	安　　値
	*,***円

	終　　値
	*,***円


（３）最近３年間のエクイティ・ファイナンスの状況
12．発行要項
＜その他投資者が会社情報を適切に理解・判断するために必要な事項（ロックアップ条項の有無を含む。）を記載する。＞
以　上
（開示様式例）新株予約権無償割当てに係る発行登録に関するお知らせ
○○年○○月○○日
各　位
会 社 名
○○○○株式会社
代表者名
代表取締役社長　○○　○○

（コード：○○○○、○○○○市場）
問合せ先
取締役広報・ＩＲ部長　○○　○○

（TEL．○○－○○○○－○○○○）
新株予約権無償割当てに係る発行登録に関するお知らせ
当社は、○○年○○月○○日開催の取締役会において、以下のとおり、新株予約権無償割当てに係る発行登録を行うことについて決議しましたので、お知らせいたします。
１．発行登録の目的
２．募集有価証券の種類
３．発行予定期間
発行登録の効力発生予定日から　　　　を経過する日まで
（○○年○○月○○日～○○年○○月○○日）
４．発行予定額（全ての新株予約権が行使された場合）
***,***,***,***円
５．調達資金の使途
６．仮条件
＜コミットメント型ライツ・オファリングの場合＞
７．引受証券会社（予定）
○○○○証券株式会社
＜その他投資者が会社情報を適切に理解・判断するために必要な事項を記載する。＞
以　上
（開示様式例）需要状況・権利行使の見込みの調査開始に関するお知らせ
○○年○○月○○日
各　位
会 社 名
○○○○株式会社
代表者名
代表取締役社長　○○　○○

（コード：○○○○、○○○○市場）
問合せ先
取締役広報・ＩＲ部長　○○　○○

（TEL．○○－○○○○－○○○○）
需要状況・権利行使の見込みの調査開始に関するお知らせ
当社は、○○年○○月○○日開催の取締役会において、以下のとおり、新株予約権無償割当てに係る株主・投資者の需要状況・権利行使の見込みの調査を開始することについて決議しましたので、お知らせいたします。
１．需要状況・権利行使の見込みの調査開始の目的
２．調査開始日
○○年○○月○○日
３．仮条件
＜その他投資者が会社情報を適切に理解・判断するために必要な事項を記載する。＞
以　上
（参考）発行登録の概要
	１．
	発行登録書提出日
	○○年○○月○○日

	２．
	発行登録効力発生日
	○○年○○月○○日

	３．
	発行予定期間
	発行登録の効力発生予定日から　　　　を経過する日まで
（○○年○○月○○日～○○年○○月○○日）

	４．
	発行予定額
	***,***,***,***円

	５．
	調達資金の使途
	

	６．
	引受証券会社（予定）
	○○○○証券株式会社


＜コミットメント型ライツ・オファリング以外の場合は、６．の行を削除する。＞
（開示様式例）株式分割に関するお知らせ
○○年○○月○○日
各　位
会 社 名
○○○○株式会社
代表者名
代表取締役社長　○○　○○

（コード：○○○○、○○○○市場）
問合せ先
取締役広報・ＩＲ部長　○○　○○

（TEL．○○－○○○○－○○○○）
株式分割に関するお知らせ
当社は、○○年○○月○○日開催の取締役会において、以下のとおり、株式の分割を行うことについて決議しましたので、お知らせいたします。
１．株式分割の目的
＜分割後においても投資単位が５０万円以上となることが見込まれるときは、５０万円未満の水準への移行に向けた考え方や方針を記載する。＞
２．株式分割の概要
（１）分割の方法
○○年○○月○○日（○曜日）最終の株主名簿に記録された株主の所有普通株式１株につき、○．○株の割合をもって分割する。
（注）１株に満たない端数の処理方法：
（２）分割により増加する株式数
	①
	株式分割前の発行済株式総数
	***,***,***,***株

	②
	今回の分割により増加する株式数
	***,***,***,***株

	③
	株式分割後の発行済株式総数
	***,***,***,***株

	④
	株式分割後の発行可能株式総数
	***,***,***,***株


３．日　程
	（１）
	基準日公告日
	○○年○○月○○日（予定）

	（２）
	基準日
	○○年○○月○○日（予定）

	（３）
	効力発生日
	○○年○○月○○日（予定）


＜その他投資者が会社情報を適切に理解・判断するために必要な事項を記載する。＞
以　上
（開示様式例）剰余金の配当に関するお知らせ：現金配当（期中における配当）用
○○年○○月○○日
各　位
会 社 名
○○○○株式会社
代表者名
代表取締役社長　○○　○○

（コード：○○○○、○○○○市場）
問合せ先
取締役広報・ＩＲ部長　○○　○○

（TEL．○○－○○○○－○○○○）
剰余金の配当に関するお知らせ
当社は、○○年○○月○○日開催の取締役会において、以下のとおり、○○年○○月○○日を基準日とする剰余金の配当を行うことについて決議しましたので、お知らせいたします。
１．配当の内容
	
	決　　定　　額
	直近の配当予想
（○○年○○月○○日公表）
	前期実績
（○○年○月期）

	基準日
	○○年○○月○○日
	○○年○○月○○日
	○○年○○月○○日

	１株当たり配当金
	○○円○○銭
	○○円○○銭
	○○円○○銭

	配当金総額
	百万円
	－
	百万円

	効力発生日
	○○年○○月○○日
	－
	○○年○○月○○日

	配当原資
	○○剰余金
	－
	○○剰余金


（注）純資産減少割合　　○．○○○
＜配当原資に資本剰余金が含まれる場合は、純資産減少割合（所得税法施行令第６１条第２項第３号に規定する割合）を欄外に記載する。＞
２．理由
※　配当予想は次のとおりとします。
	
	１株あたり配当金（円）

	基準日
	第２四半期末
	期　末
	合　計

	配当予想
	
	○○円○○銭
	○○円○○銭

	当期実績
	○○円○○銭
	
	

	前期実績
(○○年○月期)
	○○円○○銭
	○○円○○銭
	○○円○○銭


＜該当のある基準日（第２四半期期末、期末、第１四半期末、第３四半期末など）をすべて記載する。既に配当を決定した基準日の「配当予想」欄及び配当を決定していない基準日の「当期実績」欄には斜線を加える。「配当予想」の「年間」欄には、既に配当を決定した基準日の実績額に、まだ配当を決定していない基準日の予想額を加えた額を記載する。＞
＜その他投資者が会社情報を適切に理解・判断するために必要な事項を記載する。＞
以　上
（開示様式例）○○○○株式会社と△△△△株式会社の合併契約締結に関するお知らせ
○○年○○月○○日
各　位
会 社 名
○○○○株式会社
代表者名
代表取締役社長　○○　○○

（コード：○○○○、○○○○市場）
問合せ先
取締役広報・ＩＲ部長　○○　○○

（TEL．○○－○○○○－○○○○）
会 社 名
△△△△株式会社
代表者名
代表取締役社長　△△　△△

（コード：△△△△、○○○○市場）
問合せ先
取締役広報・ＩＲ部長　△△　△△

（TEL．△△－△△△△－△△△△）
○○○○株式会社と△△△△株式会社の合併契約締結に関するお知らせ
○○○○株式会社と△△△△株式会社は、○○年○○月○○日開催の取締役会決議に基づき、以下のとおり合併することとし、合併契約を締結しましたので、お知らせいたします。
１．当該組織再編の目的
＜「当該組織再編」とある箇所は、適宜、合併・会社分割・株式交換・株式移転などと修正する。以下同じ。＞
２．当該組織再編の要旨
（１）当該組織再編の日程
	基本合意書締結日
	○○年○○月○○日

	取締役会決議日
	○○年○○月○○日

	契約締結日
	○○年○○月○○日

	株主総会基準日公告日
	○○年○○月○○日（予定）

	株主総会基準日
	○○年○○月○○日（予定）

	株主総会決議日
	○○年○○月○○日（予定）

	上 場 廃 止 日（△△△△㈱）
	○○年○○月○○日（予定）

	実施予定日（効力発生日）
	○○年○○月○○日（予定）

	新規記録日（金銭交付日）
	○○年○○月○○日（予定）


（２）当該組織再編の方式
○○○○株式会社を存続会社とする吸収合併方式で、△△△△株式会社は解散します。
（３）当該組織再編に係る割当ての内容
	
	○○○○株式会社
（吸収合併存続会社）
	△△△△株式会社
（吸収合併消滅会社）

	当該組織再編に係る
割当比率
	１
	○．○○


（※１）当該組織再編により発行する○○○○㈱の新株式数：普通株式：***,***,***,***株
（○○○○㈱は、その保有する自己株式***,***,***株を当該組織再編による株式の割当てに充当する。）
（注２）△△△△㈱の株式１株に対して、○○○○㈱の株式***,***株を割当て交付する。ただし、○○○○㈱が保有する△△△△㈱の株式***,***株については、当該組織再編による株式の割当ては行わない。
（４）当該組織再編に伴う新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い
△△△△株式会社の発行する以下の新株予約権及び新株予約権付社債については、　　　　とします。
・第○回新株予約権（○○年○○月○○日発行）
・第○回新株予約権付社債（○○年○○月○○日発行）
＜会社分割の場合は以下の（５）から（７）までを記載する。＞
（５）会社分割により増減する資本金
（６）承継会社が承継する権利義務
（７）債務履行の見込み
３．当該組織再編に係る割当ての内容の根拠等
（１）割当ての内容の根拠及び理由
（２）算定に関する事項
①算定機関の名称並びに上場会社及び相手会社との関係
△△△△㈱は、△△△△㈱及び○○○○㈱から独立した第三者算定機関である□□□□㈱を選定し、○○年○○月○○日付で、合併比率に関する算定書を取得しました。なお、□□□□㈱は、△△△△㈱及び○○○○㈱の関連当事者には該当せず、△△△△㈱及び○○○○㈱との間で重要な利害関係を有しません。
②算定の概要
□□□□㈱は、・・・・・・であることから市場株価法を、・・・・・・であることから類似会社比較法を、・・・・・・であることからディスカウンテッド・キャッシュ・フロー法（ＤＣＦ法）を用いて両社の株式価値分析を行いました。
上記各方式において算定された両社の普通株式１株当たりの価値の範囲はそれぞれ以下のとおりです。
	
	○○○○㈱
	△△△△㈱

	市場株価法
	○○円～○○円
	○○円～○○円

	類似会社比較法
	○○円～○○円
	○○円～○○円

	ＤＣＦ法
	○○円～○○円
	○○円～○○円


市場株価法においては、□□□□㈱は、算定基準日を算定書作成日の前営業日である○○年○〇月○○日として、△△△△㈱及び○○○○㈱の普通株式の東京証券取引所における算定基準日までの１ヶ月間、３ヶ月間及び６ヶ月間における株価終値単純平均値（△△△△㈱は１ヶ月間：○○円、３ヶ月間：○○円、６ヶ月間：○○円、○○○○㈱は、１ヶ月間：○○円、３ヶ月間：○○円、６ヶ月間：○○円）を基に算定しております。
類似会社比較法においては、□□□□㈱は、△△△△㈱については、△△△△㈱の主要事業である○○事業を営んでいる国内上場会社のうち、△△△△㈱との事業規模の類似性を考慮し、売上高○億円以上の上場会社を基準として、▲▲株式会社、○○株式会社、及び□□株式会社を類似会社として抽出し、ＥＶ／ＥＢＩＴＤＡ倍率及び株価収益率（ＰＥＲ）を用いて算定しております。また、○○○○㈱については、・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。
ＤＣＦ法においては、□□□□㈱は、△△△△㈱について、△△△△㈱が作成した○○年○月期から○○年〇月期の財務予測に基づく将来キャッシュ・フローを、一定の割引率で現在価値に割り引くことによって企業価値を評価しています。割引率は○○％を採用しており、継続価値の算定にあたっては永久成長率法及びマルチプル法を採用し、永久成長率法では、永久成長率を○○％～○○％、マルチプル法では、マルチプルを○○倍～○○倍として算定しております。なお、算定の前提とした財務予測には、大幅な増減益を見込んでいる事業年度はございません。また、当該財務予測は、本組織再編の実施を前提として作成しております。
他方、○○○○㈱は、・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。
（３）上場廃止となる見込み及びその事由
（４）公正性を担保するための措置
本組織再編は、・・・・・・・であることから、△△△△㈱は、公正性を担保する必要があると判断し、以下のとおり公正性を担保するための措置をとりました。
①　算定書及びフェアネス・オピニオンの取得
△△△△㈱は、△△△△㈱株主のために△△△△㈱及び○○○○㈱から独立した第三者算定機関である□□□□㈱を選定し、○○年○○月○○日付で、合併比率に関する算定書を取得しました。算定書の概要は、上記（２）をご参照ください。
また、△△△△㈱は、○○年○○月○○日付で、□□□□㈱から本組織再編の割当比率は、△△△△㈱の株主にとって財務的見地より公正である旨の評価（フェアネス・オピニオン）を取得しています。
②　独立した法律事務所からの助言
○○年○○月○○日付で、本組織再編に関する△△△△㈱のリーガル・アドバイザーとして、○○○○○法律事務所を選任し、○○○○法律事務所から、本組織再編に関する△△△△㈱の意思決定方法に関する法的助言を受けております。なお、○○○○法律事務所は、△△△△㈱及び○○○○㈱との間で重要な利害関係を有しません。
（５）利益相反を回避するための措置
本組織再編は、親会社である○○○○㈱と子会社である△△△△㈱が合併するものであり、利益相反構造が存在することから、△△△△㈱は、本組織再編に関し、利益相反を回避するための措置として、以下の措置を実施しております。
①　第三者委員会の設置
△△△△㈱取締役会は、本組織再編の利益相反を回避するために、○○年○○月○○日付で、△△△△㈱の独立役員である社外監査役○○○○及び社外取締役○○○○並びに社外有識者である○○○○（○○○○法律事務所　弁護士）の３名により構成される第三者委員会を設置し、同委員会に対し、・・・・・・について諮問し、また、本組織再編に関し、○○○○㈱との間で協議・交渉することを委嘱しました。
同委員会は、本組織再編に関して慎重な審議を行った結果、本組織再編は、・・・・・・・であることから、△△△△㈱の企業価値を向上させるものであり、・・・・・・・等、公正な手続を通じて株主が受けるべき利益が損なわれることのないように配慮しているものであると判断し、また、本組織再編の割当比率についても・・・・・・であると判断し、その旨の報告書を○○年○○月○○日付けで△△△△㈱取締役会に提出しています。
②　利害関係を有する取締役及び監査役を除く取締役及び監査役全員の承認
本日開催の△△△△㈱取締役会では、△△△△㈱の取締役のうち○○○○㈱の取締役を兼任している・・・及び○○○○㈱の事業本部長を兼務している・・・を除く△△△△㈱の全ての取締役の全員一致で、本組織再編に関する決議を行いました。また、上記の取締役会には、△△△△㈱の全ての監査役が参加し、いずれも上記決議に異議がない旨の意見を述べております。
なお、○○○○㈱の取締役を兼任している・・・及び○○○○㈱の事業本部長を兼務している・・・は、本組織再編に関し利害が相反し又は相反するおそれがあるため、いずれも、△△△△㈱の取締役会における本組織再編に関する審議及び決議に参加しておらず、△△△△㈱の立場において本組織再編に関する○○○○㈱との協議・交渉に参加しておりません。
４．当該組織再編の当事会社の概要
	
	
	吸収合併存続会社
	吸収合併消滅会社

	（１）
	名称
	○○○○株式会社
	△△△△株式会社

	（２）
	所在地
	○○県○○市○○△－△－△
	○○県○○市○○△－△－△

	（３）
	代表者の役職・氏名
	
	

	（４）
	事業内容
	
	

	（５）
	資本金
	
	

	（６）
	設立年月日
	
	

	（７）
	発行済株式数
	
	

	（８）
	決算期
	
	

	（９）
	従業員数
	（単体）
	（単体）

	（10）
	主要取引先
	
	

	（11）
	主要取引銀行
	
	

	（12）
	大株主及び持株比率
	
	

	（13）
	当事会社間の関係
	

	
	資本関係
	

	
	人的関係
	

	
	取引関係
	

	
	関連当事者への
該当状況
	

	（14）
	最近３年間の経営成績及び財政状態

	決算期
	○○○○㈱（連結）
	△△△△㈱（連結）

	
	**年**期
	**年**期
	**年**期
	**年**期
	**年**期
	**年**期

	
	連結純資産
	
	
	
	
	
	

	
	連結総資産
	
	
	
	
	
	

	
	１株当たり連結純資産(円)
	
	
	
	
	
	

	
	連結売上高
	
	
	
	
	
	

	
	連結営業利益
	
	
	
	
	
	

	
	連結経常利益
	
	
	
	
	
	

	
	親会社株主に帰属する
当期純利益
	
	
	
	
	
	

	
	１株当たり連結当期純利益(円)
	
	
	
	
	
	

	
	１ 株 当 た り 配当金(円)
	
	
	
	
	
	


（単位：百万円。特記しているものを除く。）
＜上場会社が分割会社又は承継会社となる会社分割を行う場合＞
〔分割又は承継する事業部門の概要〕
（１）分割又は承継する部門の事業内容
（２）分割又は承継する部門の経営成績
（３）分割又は承継する資産、負債の項目及び帳簿価格
５．当該組織再編後の状況
	
	
	吸収合併存続会社

	（１）
	名称
	○○○○株式会社

	（２）
	所在地
	○○県○○市○○△－△－△

	（３）
	代表者の役職・氏名
	

	（４）
	事業内容
	

	（５）
	資本金
	

	（６）
	決算期
	

	（７）
	純資産
	

	（８）
	総資産
	


＜上場会社が分割会社となる会社分割を行う場合には、会社分割後の上場会社の状況に加え、以下のとおり、会社分割後の新設分割設立会社（又は吸収分割承継会社）の概要を記載する。＞
〔新設分割設立会社（又は吸収分割承継会社）の概要〕
	
	
	新設分割設立会社（又は吸収分割承継会社）

	（１）
	名称
	□□□□株式会社

	（２）
	所在地
	○○県○○市○○△－△－△

	（３）
	代表者の役職・氏名
	

	（４）
	事業内容
	

	（５）
	資本金
	

	（６）
	決算期
	

	（７）
	純資産
	

	（８）
	総資産
	


６．会計処理の概要
７．今後の見通し
今後両社にて統合準備委員会を設置することを予定しております。統合後のシナジー発揮のための基本計画として、本組織再編後３事業年度以内に、両社の基幹システムや管理部門の統合等を中心とする大幅なコスト削減を行うことを計画しており、また、本組織再編後直ちに両社の研究開発部門を統合することを計画しており、今後３事業年度にわたって集中的に研究開発費を投入することを計画しております（総額約○百億円規模。従前の両社の研究開発費の合計額である○○○億円（○○年○月期～○○年○月期）の約２倍程度）。
こうした計画を着実に推進することにより、本組織再編後５年以内（○○年○月期まで）に、売上高○千億円、営業利益○百億円を達成することを目標としております。
なお、本組織再編が当期業績に与える影響は、軽微なものと見込んでおります。また、次期業績には、売上高ベースで３割超、営業利益ベースで１割超の影響を与えることを見込んでおります。
＜本行為が支配株主との取引等に関するものである場合＞
８．支配株主との取引等に関する事項
（１）支配株主との取引等の該当性及び少数株主の保護の方策に関する指針への適合状況
本取引は、支配株主との取引等に該当します。△△△△㈱が、○○年○○月○○日に開示したコーポレート・ガバナンス報告書で示している「支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針」に関する本取引における適合状況は、以下のとおりです。
なお、○○年○○月○○日に開示したコーポレート・ガバナンス報告書で示している「支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針」は以下のとおりです。
（２）公正性を担保するための措置及び利益相反を回避するための措置に関する事項
（３）当該取引等が少数株主にとって不利益なものではないことに関する、支配株主と利害関係のない者から入手した意見の概要
＜その他投資者が会社情報を適切に理解・判断するために必要な事項を記載する。＞
以　上
（参考）当期連結業績予想（○○年○○月○○日公表分）及び前期連結実績
	
	連結売上高
	連結営業利益
	連結経常利益
	親会社株主に帰属する当期純利益

	当期業績予想
（○○年○月期）
	***,***
	*,***
	*,***
	*,***

	前期実績
（○○年○月期）
	***,***
	*,***
	*,***
	*,***


（開示様式例）公開買付けの開始に関するお知らせ
○○年○○月○○日
各　位
会 社 名
○○○○株式会社
代表者名
代表取締役社長　○○　○○

（コード：○○○○、○○○○市場）
問合せ先
取締役広報・ＩＲ部長　○○　○○

（TEL．○○－○○○○－○○○○）
○○○○株式会社株券（証券コード○○○○）に対する公開買付けの開始に関するお知らせ
当社は、○○年○○月○○日開催の取締役会において、以下のとおり、○○○○株式会社株券を公開買付けにより取得することを決議いたしましたので、お知らせいたします。
１．買付け等の目的等
（１）買付け等の目的
（２）上場廃止となる見込み及びその事由
（３）公開買付者と対象者の株主との間における公開買付けへの応募に係る重要な合意に関する事項
＜二段階買収の予定がある場合＞
（４）いわゆる二段階買収に関する事項　
＜上場子会社に対する公開買付けを行う場合、以下の（５）から（７）までを記載する。＞
（５）上場子会社に対する公開買付けの実施を決定するに至った意思決定の過程
（６）公正性を担保するための措置
（７）利益相反を回避するための措置
２．買付け等の概要
（１）対象者の概要
	①
	名称
	○○○○株式会社

	②
	所在地
	

	③
	代表者の役職・氏名
	

	④
	事業内容
	

	⑤
	資本金
	

	⑥
	設立年月日
	

	⑦
	大株主及び持株比率
	

	⑧
	上場会社と対象者の関係

	
	資本関係
	

	
	人的関係
	

	
	取引関係
	

	
	関連当事者への
該当状況
	


＜上場株券等を対価とする公開買付けを行う場合＞
（１）公開買付けの当事会社の概要
	
	
	対象者
	買付者（当社）

	（１）
	名称
	△△△△株式会社
	○○○○株式会社

	（２）
	所在地
	○○県○○市○○△－△－△
	○○県○○市○○△－△－△

	（３）
	代表者の役職・氏名
	
	

	（４）
	事業内容
	
	

	（５）
	資本金
	
	

	（６）
	設立年月日
	
	

	（７）
	発行済株式数
	
	

	（８）
	決算期
	
	

	（９）
	従業員数
	（単体）
	（単体）

	（10）
	主要取引先
	
	

	（11）
	主要取引銀行
	
	

	（12）
	大株主及び持株比率
	
	

	（13）
	上場会社と対象者の関係

	
	資本関係
	

	
	人的関係
	

	
	取引関係
	

	
	関連当事者への
該当状況
	

	（14）
	最近３年間の経営成績及び財政状態

	決算期
	△△△△㈱（連結）
	○○○○㈱（連結）

	
	**年**期
	**年**期
	**年**期
	**年**期
	**年**期
	**年**期

	
	連結純資産
	
	
	
	
	
	

	
	連結総資産
	
	
	
	
	
	

	
	１株当たり連結純資産(円)
	
	
	
	
	
	

	
	連結売上高
	
	
	
	
	
	

	
	連結営業利益
	
	
	
	
	
	

	
	連結経常利益
	
	
	
	
	
	

	
	親会社株主に帰属する
当期純利益
	
	
	
	
	
	

	
	１株当たり連結当期純利益(円)
	
	
	
	
	
	

	
	１ 株 当 た り 配当金(円)
	
	
	
	
	
	


（単位：百万円。特記しているものを除く。）
（２）日程等
①　日程
	取締役会決議日
	○○年○○月○○日

	公開買付開始公告日
	○○年○○月○○日
公告掲載新聞名

	公開買付届出書提出日
	○○年○○月○○日


②　届出当初の買付け等の期間
○○年○○月○○日（○曜）から○○年○○月○○日（○曜）まで（○○日間）
③　対象者の請求に基づく延長の可能性
（３）買付け等の価格
普通株式１株につき、***,***円
＜上場株券等を対価とする公開買付けを行う場合＞
△△△△㈱の普通株式１株に対して、○○○○㈱の普通株式***株を交付する。
＜有価証券等に加えて金銭を対価とする場合＞
△△△△㈱の普通株式１株に対して、○○○○㈱の普通株式***株及び**,***円を交付する。
（４）買付け等の価格の算定根拠等
①　算定の基礎
②　算定の経緯
③　算定機関との関係
当社のフィナンシャルアドバイザー（算定機関）である□□□□㈱は、当社及び買付者である○○○○㈱の関連当事者には該当せず、本公開買付けに関して重要な利害関係を有しません。
（５）買付予定の株券等の数
	買付予定数
	買付予定数の下限
	買付予定数の上限

	*,***,***,***株
	*,***,***,***株
	*,***,***,***株


＜上場株券等を対価とする公開買付けを行う場合＞
（※）当社は、買付予定の株券等の対価として、新たに発行する当社の新株式／自己株式（*,***,***,***株）を充当する予定です。
（６）買付け等による株券等所有割合の異動
	買付け等前における公開買付者の
所有株券等に係る議決権の数
	*,***,***,***個
	（買付け等前における株券等所有割合 **.**％）

	買付け等前における特別関係者の
所有株券等に係る議決権の数
	*,***,***,***個
	（買付け等前における株券等所有割合 **.**％）

	買付け等後における公開買付者の
所有株券等に係る議決権の数
	*,***,***,***個
	（買付け等後における株券等所有割合 **.**％）

	買付け等後における特別関係者の
所有株券等に係る議決権の数
	*,***,***,***個
	（買付け等後における株券等所有割合 **.**％）

	対象者の総株主の議決権の数
	*,***,***,***個
	


（７）買付代金　　　*,***百万円
（８）決済の方法
①　買付け等の決済をする証券会社・銀行等の名称及び本店の所在地
②　決済の開始日
③　決済の方法
（９）その他買付け等の条件及び方法
（10）公開買付開始公告日
（11）公開買付代理人
３．公開買付け後の方針等及び今後の見通し
４．その他
（１）公開買付者と対象者又はその役員との間の合意の有無及び内容
（２）投資者が買付け等への応募の是非を判断するために必要と判断されるその他の情報
＜本行為が支配株主との取引等に関するものである場合＞
５．支配株主との取引等に関する事項
（１）支配株主との取引等の該当性及び少数株主の保護の方策に関する指針への適合状況
本取引は、支配株主との取引等に該当します。当社が、○○年○○月○○日に開示したコーポレート・ガバナンス報告書で示している「支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針」に関する本取引における適合状況は、以下のとおりです。
なお、○○年○○月○○日に開示したコーポレート・ガバナンス報告書で示している「支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針」は以下のとおりです。
（２）公正性を担保するための措置及び利益相反を回避するための措置に関する事項
（３）当該取引等が少数株主にとって不利益なものではないことに関する、支配株主と利害関係のない者から入手した意見の概要
＜その他投資者が会社情報を適切に理解・判断するために必要な事項を記載する。＞
以　上
（開示様式例）意見表明報告書による質問に対する回答に関するお知らせ
○○年○○月○○日
各　位
会 社 名
○○○○株式会社
代表者名
代表取締役社長　○○　○○

（コード：○○○○、○○○○市場）
問合せ先
取締役広報・ＩＲ部長　○○　○○

（TEL．○○－○○○○－○○○○）
○○○○株式会社の意見表明報告書による質問に対する回答に関するお知らせ
当社は、○○年○○月○○日開催の取締役会において、○○○○株式会社株券を公開買付けにより取得することを決議しておりますが、○○○○株式会社から○○年○○月○○日付けで提出された意見表明報告書における質問に対して、以下のとおり回答いたしましたので、お知らせいたします。
１．対象者の名称
○○○○株式会社
２．質問に対する回答
＜その他投資者が会社情報を適切に理解・判断するために必要な事項を記載する。＞
以　上
（開示様式例）公開買付けの結果に関するお知らせ
○○年○○月○○日
各　位
会 社 名
○○○○株式会社
代表者名
代表取締役社長　○○　○○

（コード：○○○○、○○○○市場）
問合せ先
取締役広報・ＩＲ部長　○○　○○

（TEL．○○－○○○○－○○○○）
○○○○株式会社株券に対する公開買付けの結果に関するお知らせ
当社は、○○年○○月○○日開催の取締役会において、○○○○株式会社株券を公開買付けにより取得することを決議し、○○月○○日より当該公開買付けを実施しておりましたが、以下のとおり、当該公開買付けが○○月○○日を以って終了いたしましたので、お知らせいたします。
１．買付け等の概要
（１）対象者の名称
○○○○株式会社
（２）買付予定の株券等の数
	買付予定数
	買付予定数の下限
	買付予定数の上限

	*,***,***,***株
	*,***,***,***株
	*,***,***,***株


（３）買付け等の期間
①　買付け等の期間
○○年○○月○○日（○曜）から○○年○○月○○日（○曜）まで（○○日間）
②　対象者の請求に基づく延長の可能性
（４）買付け等の価格
普通株式１株につき、***,***円
＜上場株券等を対価とする公開買付けを行った場合＞
△△△△㈱の普通株式１株に対して、○○○○㈱の普通株式***株
２．買付け等の結果
（１）公開買付けの成否
（２）公開買付けの結果の公告日及び公告掲載新聞名
（３）買付け等を行った株券等の数
	株券等種類
	①　株式に換算した応募数
	②　株式に換算した買付数

	株券
	*,***,***,***株
	*,***,***,***株　

	新株予約権証券
	**,***,***株
	**,***,***株　

	新株予約権付社債券
	**,***,***株
	**,***,***株　

	株券等信託受益証券
（）
	**,***,***株
	**,***,***株　

	株券等預託証券
（）
	**,***,***株
	**,***,***株　

	合　計
	*,***,***,***株
	*,***,***,***株　

	（潜在株券等の数の合計）
	－
	（　***,***,***株）


＜上場株券等を対価とする公開買付けを行った場合＞
（※１）当社は、買付け等を行った株券等の対価として、新たに発行する当社の新株式／自己株式（*,***,***,***株）を充当する。
（※２）増加する資本金の額：***,***,***,***円
（４）買付け等を行った後における株券等所有割合
	買付け等前における公開買付者の
所有株券等に係る議決権の数
	*,***,***,***個
	（買付け等前における株券等所有割合 **.**％）

	買付け等前における特別関係者の
所有株券等に係る議決権の数
	*,***,***,***個
	（買付け等前における株券等所有割合 **.**％）

	買付け等後における公開買付者の
所有株券等に係る議決権の数
	*,***,***,***個
	（買付け等後における株券等所有割合 **.**％）

	買付け等後における特別関係者の
所有株券等に係る議決権の数
	*,***,***,***個
	（買付け等後における株券等所有割合 **.**％）

	対象者の総株主の議決権の数
	*,***,***,***個
	


（５）あん分比例方式により買付け等を行う場合の計算
（６）決済の方法
①　買付け等の決済をする証券会社・銀行等の名称及び本店の所在地
②　決済の開始日
③　決済の方法
３．公開買付け後の方針等及び今後の見通し
＜その他投資者が会社情報を適切に理解・判断するために必要な事項を記載する。＞
以　上
（開示様式例）自己株式の公開買付けに関するお知らせ
○○年○○月○○日
各　位
会 社 名
○○○○株式会社
代表者名
代表取締役社長　○○　○○

（コード：○○○○、○○○○市場）
問合せ先
取締役広報・ＩＲ部長　○○　○○

（TEL．○○－○○○○－○○○○）
自己株式の公開買付けに関するお知らせ
当社は、○○年○○月○○日開催の取締役会において、会社法第１５６条（会社法第１６５条第２項及び第３項）の規定に基づく自己株式の具体的な取得方法として、以下のとおり、自己株式の公開買付けを行うことを決議いたしましたので、お知らせいたします。
１．買付け等の目的
２．自己株式の取得に関する株主総会（取締役会）決議内容（○○年○○月○○日開示）
（１）決議内容
	株券等の種類
	総　数
	取得価額の総額

	
	*,***,***,***株
	*,***,***,***,***円


（注１）発行済株式総数*,***,***,***株
（注２）発行済株式総数に対する割合　**.**％
（２）当該決議に基づいて既に取得した自己の株式に係る上場株券等
	株券等の種類
	総　数
	取得価額の総額

	
	*,***,***,***株
	*,***,***,***,***円


３．買付け等の概要
（１）日程等
	①
	取締役会決議日
	○○年○○月○○日

	②
	公開買付開始公告日
	○○年○○月○○日
公告掲載新聞名

	③
	公開買付届出書提出日
	○○年○○月○○日

	④
	買付け等の期間
	○○年○○月○○日（○曜日）から
○○年○○月○○日（○曜日）まで（○○営業日）


（２）買付け等の価格
普通株式１株につき、***,***円
（３）買付予定の株券等の数
	株券等の種類
	買付予定数
	超過予定数

	
	*,***,***,***株
	*,***,***,***株　


（４）買付け等に要する資金
（５）決済の方法
①　買付け等の決済をする証券会社・銀行等の名称及び本店の所在地
②　決済の開始日
③　決済の方法
＜本行為が支配株主との取引等に関するものである場合＞
４．支配株主との取引等に関する事項
（１）支配株主との取引等の該当性及び少数株主の保護の方策に関する指針への適合状況
本取引は、支配株主との取引等に該当します。当社が、○○年○○月○○日に開示したコーポレート・ガバナンス報告書で示している「支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針」に関する本取引における適合状況は、以下のとおりです。
なお、○○年○○月○○日に開示したコーポレート・ガバナンス報告書で示している「支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針」は以下のとおりです。
（２）公正性を担保するための措置及び利益相反を回避するための措置に関する事項
（３）当該取引等が少数株主にとって不利益なものではないことに関する、支配株主と利害関係のない者から入手した意見の概要
＜その他投資者が会社情報を適切に理解・判断するために必要な事項を記載する。＞
以　上
（開示様式例）自己株式の公開買付けの結果に関するお知らせ
○○年○○月○○日
各　位
会 社 名
○○○○株式会社
代表者名
代表取締役社長　○○　○○

（コード：○○○○、○○○○市場）
問合せ先
取締役広報・ＩＲ部長　○○　○○

（TEL．○○－○○○○－○○○○）
自己株式の公開買付けの結果に関するお知らせ
当社は、○○年○○月○○日開催の取締役会において、会社法第１５６条（会社法第１６５条第２項及び第３項）の規定に基づく自己株式の具体的な取得方法として、自己株式の公開買付けを行うことを決議し、○○月○○日より当該公開買付けを実施しておりましたが、以下のとおり、当該公開買付けが○○月○○日を以って終了いたしましたので、お知らせいたします。
１．買付け等の概要
（１）買付け等の期間
○○年○○月○○日（○曜）から○○年○○月○○日（○曜）まで（○○日間）
（２）買付け等の価格
普通株式１株につき、***,***円
（３）決済の方法
①　買付け等の決済をする証券会社・銀行等の名称及び本店の所在地
②　決済の開始日
③　決済の方法
２．買付け等の結果
（１）買付け等を行った株券等の数
	株券等の種類
	応募数
	買付数

	
	*,***,***,***株
	*,***,***,***株　


（２）あん分比例方式により買付け等を行う場合の計算
＜その他投資者が会社情報を適切に理解・判断するために必要な事項を記載する。＞
以　上
（開示様式例）当社株券に対する公開買付けの開始に関するお知らせ
○○年○○月○○日
各　位
会 社 名
○○○○株式会社
代表者名
代表取締役社長　○○　○○

（コード：○○○○、○○○○市場）
問合せ先
取締役広報・ＩＲ部長　○○　○○

（TEL．○○－○○○○－○○○○）
○○○○株式会社による当社株券に対する公開買付けの開始に関するお知らせ
○○○○株式会社による当社株券に対する公開買付けが別添のとおり行われる旨公表されておりますので、お知らせいたします。
なお、本開示資料は、本公開買付けに関する意見を表明するものではありません。本公開買付けに関する当社の意見表明は決定次第改めてお知らせいたします。
以　上
（開示様式例）当社株券に対する公開買付けに関する意見表明のお知らせ
○○年○○月○○日
各　位
会 社 名
○○○○株式会社
代表者名
代表取締役社長　○○　○○

（コード：○○○○、○○○○市場）
問合せ先
取締役広報・ＩＲ部長　○○　○○

（TEL．○○－○○○○－○○○○）
○○○○株式会社による当社株券に対する公開買付けに関する意見表明のお知らせ
当社は、○○年○○月○○日開催の取締役会において、以下のとおり、○○○○株式会社による当社株券に対する公開買付けに関して、株主の皆様に応募を推奨することを決議いたしましたので、お知らせいたします。
１．公開買付者の概要
	（１）
	名称
	○○○○株式会社

	（２）
	所在地
	○○県○○市○○△－△－△

	（３）
	代表者の役職・氏名
	

	（４）
	事業内容
	

	（５）
	資本金
	

	（６）
	設立年月日
	

	（７）
	大株主及び持株比率
	

	（８）
	上場会社と公開買付者の関係

	
	資本関係
	

	
	人的関係
	

	
	取引関係
	

	
	関連当事者への
該当状況
	


＜個人の場合＞
	（１）
	氏名
	○○　○○

	（２）
	住所
	○○県○○市

	（３）
	上場会社と
公開買付者の関係
	


＜ファンドの場合＞
	（１）
	名称
	○○○○ファンド（ケイマン）、エル・ピー

	（２）
	所在地
	1000 West Bay, Seven Mile Beach, Grand Cayman, Cayman Islands

	（３）
	設立根拠等
	ケイマン諸島免税リミテッド・パートナーシップ法に基づくLPS（Limited Partnership）

	（４）
	組成目的
	△△△△株式会社グループが、自社の事業である◎◎◎◎事業と関連の深い○○○○関連事業に投資を行うため組成されたものです。

	（５）
	組成日
	○○年○○月○○日

	（６）
	出資の総額
	

	（７）
	出資者・出資比率
・出資者の概要
	１．**.**％　○○　○○　
（△△△△株式会社代表取締役です。）
２．**.**％　○○○○株式会社
（△△△△株式会社代表取締役○○　○○氏が個人で全額出資する○○関係の事業に投資することを専門とした会社です。）
３．**.**％　○○○○投資事業組合
（△△△△株式会社の子会社である□□□株式会社が出資する○○関係の事業に投資することを目的とした投資ビークルです。）

	（８）
	業務執行組合員の概要
	名称
	○○○○株式会社

	
	
	所在地
	○○県○○市○○△－△－△

	
	
	代表者の
役職・氏名
	

	
	
	事業内容
	

	
	
	資本金
	

	（９）
	国内代理人の概要
	名称
	○○○○株式会社

	
	
	所在地
	○○県○○市○○△－△－△

	
	
	代表者の
役職・氏名
	

	
	
	事業内容
	

	
	
	資本金
	

	（10）
	上場会社と
公開買付者の関係
	上場会社と
当該ファンド
との間の関係
	

	
	
	上場会社と業務執行組合員との間の関係
	

	
	
	上場会社と
国内代理人
との間の関係
	


＜上場株券等を対価とする公開買付けを行う場合＞
	
	
	買付者
	対象者（当社）

	（１）
	名称
	○○○○株式会社
	△△△△株式会社

	（２）
	所在地
	○○県○○市○○△－△－△
	○○県○○市○○△－△－△

	（３）
	代表者の役職・氏名
	
	

	（４）
	事業内容
	
	

	（５）
	資本金
	
	

	（６）
	設立年月日
	
	

	（７）
	発行済株式数
	
	

	（８）
	決算期
	
	

	（９）
	従業員数
	（単体）
	（単体）

	（10）
	主要取引先
	
	

	（11）
	主要取引銀行
	
	

	（12）
	大株主及び持株比率
	
	

	（13）
	上場会社と公開買付者の関係

	
	資本関係
	

	
	人的関係
	

	
	取引関係
	

	
	関連当事者への
該当状況
	

	（14）
	最近３年間の経営成績及び財政状態

	決算期
	○○○○㈱（連結）
	△△△△㈱（連結）

	
	**年**期
	**年**期
	**年**期
	**年**期
	**年**期
	**年**期

	
	連結純資産
	
	
	
	
	
	

	
	連結総資産
	
	
	
	
	
	

	
	１株当たり連結純資産(円)
	
	
	
	
	
	

	
	連結売上高
	
	
	
	
	
	

	
	連結営業利益
	
	
	
	
	
	

	
	連結経常利益
	
	
	
	
	
	

	
	親会社株主に帰属する
当期純利益
	
	
	
	
	
	

	
	１株当たり連結当期純利益(円)
	
	
	
	
	
	

	
	１ 株 当 た り 配当金(円)
	
	
	
	
	
	


２．買付け等の価格
　　普通株式１株につき、***,***円
３．当該公開買付けに関する意見の内容、根拠及び理由
（１）意見の内容
当社取締役会は、本件公開買付けは、当社企業価値を向上させるものであり、また、公正な手続を通じて株主が受けるべき利益が損なわれることのないように配慮しているものであると判断しています。よって、当社取締役会は、本件公開買付けを株主共同の利益に資するものであると判断し、株主の皆様に対して本公開買付けに応募することを推奨いたします。
（２）意見の根拠及び理由
○○○○であり、○○○○であることから、株主の皆様に対して本公開買付けに応募することを勧めることが妥当であると判断いたしました。
なお、買付け等の価格が妥当であることを判断した根拠は以下のとおりです。
（３）算定に関する事項
①算定機関の名称並びに上場会社及び公開買付者との関係
△△△△㈱は、△△△△㈱及び○○○○㈱から独立した第三者算定機関である□□□□㈱を選定し、○○年○○月○○日付で、当社普通株式価値に関する算定書を取得しました。なお、□□□□㈱は、△△△△㈱及び○○○○㈱の関連当事者には該当せず、△△△△㈱及び○○○○㈱との間で重要な利害関係を有しません。
②算定の概要
□□□□㈱は、・・・・・・であることから市場株価法を、・・・・・・であることから類似会社比較法を、・・・・・・であることからディスカウンテッド・キャッシュ・フロー法（ＤＣＦ法）を用いて両社の株式価値分析を行いました。
上記各方式において算定された当社の普通株式１株当たりの価値の範囲は以下のとおりです。
	
	△△△△㈱

	市場株価法
	○○円～○○円

	類似会社比較法
	○○円～○○円

	ＤＣＦ法
	○○円～○○円


市場株価法においては、・・・・・・・・・・・・。
類似会社比較法においては、・・・・・・・・・・・・。
ＤＣＦ法においては、・・・・・・・・・・・・。
（４）上場廃止となる見込み及びその事由
上場廃止となる見込みはありません。
（５）いわゆる二段階買収に関する事項
本公開買付けは、いわゆる二段階買収を予定しているものではありません。
（６）公正性を担保するための措置
本公開買付けは、○○○○であり、意見表明の公正性を担保する特段の必要はありません。
（７）利益相反を回避するための措置
本公開買付けは、○○○○であり、利益相反を回避する特段の必要はありません。
４．公開買付者と自社の株主との間における公開買付けへの応募に係る重要な合意に関する事項
該当事項はありません。
５．公開買付者又はその特別関係者による利益供与の内容
該当事項はありません。
６．会社の支配に関する基本方針に係る対応方針
該当事項はありません。
７．公開買付者に対する質問
該当事項はありません。
８．公開買付期間の延長請求
該当事項はありません。
９．今後の見通し
＜本行為が支配株主との取引等に関するものである場合＞
１０．支配株主との取引等に関する事項
（１）支配株主との取引等の該当性及び少数株主の保護の方策に関する指針への適合状況
本取引は、支配株主との取引等に該当します。当社が、○○年○○月○○日に開示したコーポレート・ガバナンス報告書で示している「支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針」に関する本取引における適合状況は、以下のとおりです。
なお、○○年○○月○○日に開示したコーポレート・ガバナンス報告書で示している「支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針」は以下のとおりです。
（２）公正性を担保するための措置及び利益相反を回避するための措置に関する事項
（３）当該取引等が少数株主にとって不利益なものではないことに関する、支配株主と利害関係のない者から入手した意見の概要
＜その他投資者が会社情報を適切に理解・判断するために必要な事項を記載する。＞
以　上
（参考）買付け等の概要（別添）
（開示様式例）ＭＢＯの実施及び応募の推奨に関するお知らせ
○○年○○月○○日
各　位
会 社 名
○○○○株式会社
代表者名
代表取締役社長　○○　○○

（コード：○○○○、○○○○市場）
問合せ先
取締役広報・ＩＲ部長　○○　○○

（TEL．○○－○○○○－○○○○）
ＭＢＯの実施及び応募の推奨に関するお知らせ
当社は、○○年○○月○○日開催の取締役会において、以下のとおり、ＭＢＯ（＊）である公開買付けへの応募を推奨することについて決議いたしましたので、お知らせいたします。なお、当社の取締役会決議は、公開買付者が本公開買付け及びその後の一連の手続きを経て当社を完全子会社とすることを企図していること及び当社株式が上場廃止となる予定であることを前提として行われたものであります。
（＊）本公開買付けは、いわゆるマネジメント・バイアウト（ＭＢＯ）であり、当社経営陣からの出資による公開買付者が当社取締役会との合意に基づきその支配権を取得するために行うものです。
１．公開買付者の概要
	（１）
	名称
	○○○○株式会社

	（２）
	所在地
	○○県○○市○○△－△－△

	（３）
	代表者の役職・氏名
	

	（４）
	事業内容
	

	（５）
	資本金
	

	（６）
	設立年月日
	

	（７）
	大株主及び持株比率
	

	（８）
	上場会社と公開買付者の関係

	
	資本関係
	

	
	人的関係
	

	
	取引関係
	

	
	関連当事者への
該当状況
	


＜個人の場合＞
	（１）
	氏名
	○○　○○

	（２）
	住所
	○○県○○市

	（３）
	上場会社と
公開買付者の関係
	


＜ファンドの場合＞
	（１）
	名称
	○○○○ファンド（ケイマン）、エル・ピー

	（２）
	所在地
	1000 West Bay, Seven Mile Beach, Grand Cayman Cayman Islands

	（３）
	設立根拠等
	ケイマン諸島免税リミテッド・パートナーシップ法に基づくLPS（Limited Partnership）

	（４）
	組成目的
	△△△△株式会社グループが、自社の事業である◎◎◎◎事業と関連の深い○○○○関連事業に投資を行うため組成されたものです。

	（５）
	組成日
	○○年○○月○○日

	（６）
	出資の総額
	

	（７）
	出資者・出資比率
・出資者の概要
	１．**.**％　○○　○○　
（△△△△株式会社代表取締役です。）
２．**.**％　○○○○株式会社
（△△△△株式会社代表取締役○○　○○氏が個人で全額出資する○○関係の事業に投資することを専門とした会社です。）
３．**.**％　○○○○投資事業組合
（△△△△株式会社の子会社である□□□株式会社が出資する○○関係の事業に投資することを目的とした投資ビークルです。）

	（８）
	業務執行組合員の概要
	名称
	○○○○株式会社

	
	
	所在地
	○○県○○市○○△－△－△

	
	
	代表者の
役職・氏名
	

	
	
	事業内容
	

	
	
	資本金
	

	（９）
	国内代理人の概要
	名称
	○○○○株式会社

	
	
	所在地
	○○県○○市○○△－△－△

	
	
	代表者の
役職・氏名
	

	
	
	事業内容
	

	
	
	資本金
	

	（10）
	上場会社と当該
ファンドとの間の関係
	上場会社と
当該ファンド
との間の関係
	

	
	
	上場会社と業務執行組合員との間の関係
	

	
	
	上場会社と
国内代理人
との間の関係
	


２．買付け等の価格
　　普通株式１株につき、***,***円
３．当該公開買付けに関する意見の内容、根拠及び理由
（１）意見の内容
当社取締役会は、本件ＭＢＯは、当社企業価値を向上させるものであり、また、公正な手続を通じて株主が受けるべき利益が損なわれることのないように配慮しているものであると判断しています。よって、当社取締役会は、本件ＭＢＯを株主共同の利益に資するものであると判断し、株主の皆様に対して本公開買付けに応募することを推奨いたします。
（２）意見の根拠及び理由
○○○○であり、○○○○であることから、株主の皆様に対して本公開買付けに応募することを勧めることが妥当であると判断いたしました。
なお、買付け等の価格が妥当であることを判断した根拠は以下のとおりです。
（３）算定に関する事項
①算定機関の名称並びに上場会社及び公開買付者との関係
△△△△㈱は、△△△△㈱及び○○○○㈱から独立した第三者算定機関である□□□□㈱を選定し、○○年○○月○○日付で、当社普通株式価値に関する算定書を取得しました。なお、□□□□㈱は、△△△△㈱及び○○○○㈱の関連当事者には該当せず、△△△△㈱及び○○○○㈱との間で重要な利害関係を有しません。
②　算定の概要
□□□□㈱は、・・・・・・であることから市場株価法を、・・・・・・であることから類似会社比較法を、・・・・・・であることからディスカウント・キャッシュ・フロー法（ＤＣＦ法）を用いて当社の株式価値分析を行いました。
上記各方式において算定された当社の普通株式１株当たりの価値の範囲は以下のとおりです。
	市場株価法
	○○円～○○円

	類似会社比較法
	○○円～○○円

	ＤＣＦ法
	○○円～○○円


市場株価法においては、・・・・・・・・・・・・。
類似会社比較法においては、・・・・・・・・・・・・・。
ＤＣＦ法においては、・・・・・・・・・・・・・。
（４）上場廃止となる見込み及びその事由
（５）いわゆる二段階買収に関する事項
（６）公正性を担保するための措置
本件ＭＢＯは、・・・・・・・であることから、公正性を担保する必要があると判断しました。そのため、・・・・・・・・・・・・・・・・・・・。
当社は、上記（３）①記載のとおり、本件ＭＢＯの公正性を担保するために、公開買付者とは別に当社株主のために当社及び公開買付者から独立した第三者算定機関である□□□□㈱を選定し、添付資料のとおり、○○年○○月○○日付で、当社普通株式価値に関する算定書を取得しました。また、当社は、○○年○○月○○日付で、□□□□㈱から本件ＭＢＯの公開買付価格○○円は、当社の株主にとって財務的見地より公正である旨の評価（フェアネス・オピニオン）を取得しています。
また、本公開買付けの買付期間を３０営業日と設定し、対抗的ＴＯＢの機会を十分に提供し、株主の皆様の適切な判断機会を確保しています。
加えて、当社は、本件ＭＢＯに関して、○○年○○月○○日付で、○○○○法律事務所から・・・という旨の法律意見書を取得しています。
（７）利益相反を回避するための措置
本件ＭＢＯにおいては、当社取締役が出資している公開買付者が株式を取得するものであることから、株主の利益を代表すべき当社取締役には、利益相反が生じています。当社取締役会は、本件ＭＢＯの利益相反を回避するために、応募の賛否の決定について、本件ＭＢＯに利害関係を持たない当社社外監査役・・・及び社外取締役・・・並びに社外有識者である・・・により構成される第三者委員会を設置し、同委員会に対し、・・・・・・について諮問し、また、・・・・・・を委嘱することとしました。
同委員会は、本件ＭＢＯに関して慎重な審議を行った結果、本件ＭＢＯは、・・・・・・・であることから、当社企業価値を向上させるものであり、また、・・・・・・・等、公正な手続を通じて株主が受けるべき利益が損なわれることのないように配慮しているものであると判断し、その旨の報告書を○○年○○月○○日付けで当社取締役会に提出しています。
また、当社代表取締役社長○○○○及び専務取締役○○○○は、いずれも公開買付者の取締役であり、本件ＭＢＯに関し利害が相反するため、いずれも、当社の取締役会における本件ＭＢＯに関する審議及び決議に参加しておらず、当社の立場において本件ＭＢＯに関する公開買付者との協議・交渉に参加しておりません。
４．公開買付者と自社の株主との間における公開買付けへの応募に係る重要な合意に関する事項
該当事項はありません。
５．公開買付者又はその特別関係者による利益供与の内容
該当事項はありません。
６．会社の支配に関する基本方針に係る対応方針
該当事項はありません。
７．公開買付者に対する質問
該当事項はありません。
８．公開買付期間の延長請求
該当事項はありません。
９．今後の見通し
＜本行為が支配株主との取引等に関するものである場合＞
１０．支配株主との取引等に関する事項
（１）支配株主との取引等の該当性及び少数株主の保護の方策に関する指針への適合状況
本取引は、支配株主との取引等に該当します。当社が、○○年○○月○○日に開示したコーポレート・ガバナンス報告書で示している「支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針」に関する本取引における適合状況は、以下のとおりです。
なお、○○年○○月○○日に開示したコーポレート・ガバナンス報告書で示している「支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針」は以下のとおりです。
（２）公正性を担保するための措置及び利益相反を回避するための措置に関する事項
（３）当該取引等が少数株主にとって不利益なものではないことに関する、支配株主と利害関係のない者から入手した意見の概要
＜その他投資者が会社情報を適切に理解・判断するために必要な事項を記載する。＞
以　上
（参考）買付け等の概要（別添）
（開示様式例）○○○○部門の事業譲渡に関するお知らせ
○○年○○月○○日
各　位
会 社 名
○○○○株式会社
代表者名
代表取締役社長　○○　○○

（コード：○○○○、○○○○市場）
問合せ先
取締役広報・ＩＲ部長　○○　○○

（TEL．○○－○○○○－○○○○）
○○○○部門の事業譲渡に関するお知らせ
当社は、○○年○○月○○日開催の取締役会において、以下のとおり、○○年○○月○○日を以って、○○○○株式会社に対して、○○○○事業部門を譲渡することについて決議いたしましたので、お知らせいたします。
１．事業譲渡の理由
２．事業譲渡の概要
（１）○○○○部門の内容
（２）○○○○部門の経営成績
	
	○○部門(a)
	○○年○月期連結実績(b)
	比　率(a/b)

	売上高
	*,***百万円
	**,***百万円
	○○．○％

	売上総利益
	*,***百万円
	**,***百万円
	○○．○％

	営業利益
	***百万円
	*,***百万円
	○○．○％

	経常利益
	***百万円
	*,***百万円
	○○．○％


＜事業譲受けの場合「比率」欄を削除する。＞
（３）○○○○部門の資産、負債の項目及び金額（○○年○○月○○日現在）
	資　　産
	負　　債

	項　　目
	帳簿価額
	項　　目
	帳簿価額

	
	
	
	

	
	
	
	

	合　　計
	
	合　　計
	


（４）譲渡価額及び決済方法
３．相手先の概要
	（１）
	名称
	○○○○株式会社

	（２）
	所在地
	○○県○○市○○△－△－△

	（３）
	代表者の役職・氏名
	

	（４）
	事業内容
	

	（５）
	資本金
	

	（６）
	設立年月日
	

	（７）
	純資産
	

	（８）
	総資産
	

	（９）
	大株主及び持株比率
	

	（10）
	上場会社と
当該会社の関係
	資本関係
	

	
	
	人的関係
	

	
	
	取引関係
	

	
	
	関連当事者への該当状況
	


＜個人の場合＞
	（１）
	氏名
	○○　○○

	（２）
	住所
	○○県○○市

	（３）
	上場会社と
当該個人の関係
	


＜ファンドの場合＞
	（１）
	名称
	○○○○ファンド（ケイマン）、エル・ピー

	（２）
	所在地
	1000 West Bay, Seven Mile Beach, Grand Cayman Cayman Islands

	（３）
	設立根拠等
	ケイマン諸島免税リミテッド・パートナーシップ法に基づくLPS（Limited Partnership）

	（４）
	組成目的
	△△△△株式会社グループが、自社の事業である◎◎◎◎事業と関連の深い○○○○関連事業に投資を行うため組成されたものです。

	（５）
	組成日
	○○年○○月○○日

	（６）
	出資の総額
	

	（７）
	出資者・出資比率
・出資者の概要
	１．**.**％　○○　○○　
（△△△△株式会社代表取締役です。）
２．**.**％　○○○○株式会社
（△△△△株式会社代表取締役○○　○○氏が個人で全額出資する○○関係の事業に投資することを専門とした会社です。）
３．**.**％　○○○○投資事業組合
（△△△△株式会社の子会社である□□□株式会社が出資する○○関係の事業に投資することを目的とした投資ビークルです。）

	（８）
	業務執行組合員の概要
	名称
	○○○○株式会社

	
	
	所在地
	○○県○○市○○△－△－△

	
	
	代表者の
役職・氏名
	

	
	
	事業内容
	

	
	
	資本金
	

	（９）
	国内代理人の概要
	名称
	○○○○株式会社

	
	
	所在地
	○○県○○市○○△－△－△

	
	
	代表者の
役職・氏名
	

	
	
	事業内容
	

	
	
	資本金
	

	（10）
	上場会社と当該
ファンドとの間の関係
	上場会社と
当該ファンド
との間の関係
	

	
	
	上場会社と業務執行組合員との間の関係
	

	
	
	上場会社と
国内代理人
との間の関係
	


４．日　程
	（１）
	取締役会決議日
	○○年○○月○○日

	（２）
	契約締結日
	○○年○○月○○日

	（３）
	株主総会決議日
	○○年○○月○○日（予定）

	（４）
	事業譲渡期日
	○○年○○月○○日（予定）


＜簡易手続又は略式手続による場合はその旨を記載する。＞
５．会計処理の概要
６．今後の見通し
＜本行為が支配株主との取引等に関するものである場合＞
７．支配株主との取引等に関する事項
（１）支配株主との取引等の該当性及び少数株主の保護の方策に関する指針への適合状況
本取引は、支配株主との取引等に該当します。当社が、○○年○○月○○日に開示したコーポレート・ガバナンス報告書で示している「支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針」に関する本取引における適合状況は、以下のとおりです。
なお、○○年○○月○○日に開示したコーポレート・ガバナンス報告書で示している「支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針」は以下のとおりです。
（２）公正性を担保するための措置及び利益相反を回避するための措置に関する事項
（３）当該取引等が少数株主にとって不利益なものではないことに関する、支配株主と利害関係のない者から入手した意見の概要
＜その他投資者が会社情報を適切に理解・判断するために必要な事項を記載する。＞
以　上
（参考）当期連結業績予想（○○年○○月○○日公表分）及び前期連結実績
	
	連結売上高
	連結営業利益
	連結経常利益
	親会社株主に帰属する当期純利益

	当期連結業績予想
（○○年○月期）
	***,***
	*,***
	*,***
	*,***

	前期連結実績
（○○年○月期）
	***,***
	*,***
	*,***
	*,***


（開示様式例）会社解散及び○○○○株式会社への事業の全部譲渡に関するお知らせ
○○年○○月○○日
各　位
会 社 名
○○○○株式会社
代表者名
代表取締役社長　○○　○○

（コード：○○○○、○○○○市場）
問合せ先
取締役広報・ＩＲ部長　○○　○○

（TEL．○○－○○○○－○○○○）
会社解散及び○○○○株式会社への事業の全部譲渡に関するお知らせ
当社は、○○年○○月○○日開催の取締役会において、以下のとおり、○○年○○月○○日をもって会社を解散し、○○○○株式会社に対し事業の全部を譲渡することについて決議いたしましたので、お知らせいたします。
１．会社解散の理由
２．事業譲渡の内容
＜事業譲渡に係る開示事項を記載する。＞
３．事業譲渡先の概要
＜事業譲渡に係る開示事項を記載する。＞
４．日　程
	（１）
	取締役会決議日
	○○年○○月○○日

	（２）
	契約締結日
	○○年○○月○○日

	（３）
	株主総会基準日公告日
	○○年○○月○○日（予定）

	（４）
	株主総会基準日
	○○年○○月○○日（予定）

	（５）
	株主総会決議日
	○○年○○月○○日（予定）

	（６）
	事業譲渡期日
	○○年○○月○○日（予定）

	（７）
	解散期日
	○○年○○月○○日（予定）


５．今後の見通し
＜その他投資者が会社情報を適切に理解・判断するために必要な事項を記載する。＞
以　上
（開示様式例）○○○○の企業化に関するお知らせ
○○年○○月○○日
各　位
会 社 名
○○○○株式会社
代表者名
代表取締役社長　○○　○○

（コード：○○○○、○○○○市場）
問合せ先
取締役広報・ＩＲ部長　○○　○○

（TEL．○○－○○○○－○○○○）
○○○○の企業化に関するお知らせ
当社は、○○年○○月○○日開催の取締役会において、以下のとおり、○○○○の企業化を行うことについて決議いたしましたので、お知らせいたします。
１．企業化に至るまでの経緯
２．新製品○○○○の概要
（１）○○○○の概要
（２）○○○○の連結売上高への影響
（３）○○○○の企業化のために支出する費用及びその内訳
３．日　程
	（１）
	取締役会決議日
	○○年○○月○○日

	（２）
	販売開始日
	○○年○○月○○日（予定）


＜特定の相手先が取引の多くを占める場合＞
４．相手先の概要
５．今後の見通し
＜本行為が支配株主との取引等に関するものである場合＞
６．支配株主との取引等に関する事項
（１）支配株主との取引等の該当性及び少数株主の保護の方策に関する指針への適合状況
本取引は、支配株主との取引等に該当します。当社が、○○年○○月○○日に開示したコーポレート・ガバナンス報告書で示している「支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針」に関する本取引における適合状況は、以下のとおりです。
なお、○○年○○月○○日に開示したコーポレート・ガバナンス報告書で示している「支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針」は以下のとおりです。
（２）公正性を担保するための措置及び利益相反を回避するための措置に関する事項
（３）当該取引等が少数株主にとって不利益なものではないことに関する、支配株主と利害関係のない者から入手した意見の概要
＜その他投資者が会社情報を適切に理解・判断するために必要な事項を記載する。＞
以　上
（参考）当期連結業績予想（○○年○○月○○日公表分）及び前期連結実績
	
	連結売上高
	連結営業利益
	連結経常利益
	親会社株主に帰属する当期純利益

	当期連結業績予想
（○○年○月期）
	***,***
	*,***
	*,***
	*,***

	前期連結実績
（○○年○月期）
	***,***
	*,***
	*,***
	*,***


（開示様式例）○○○○株式会社との業務提携に関するお知らせ
○○年○○月○○日
各　位
会 社 名
○○○○株式会社
代表者名
代表取締役社長　○○　○○

（コード：○○○○、○○○○市場）
問合せ先
取締役広報・ＩＲ部長　○○　○○

（TEL．○○－○○○○－○○○○）
○○○○株式会社との業務提携に関するお知らせ
当社は、○○年○○月○○日開催の取締役会において、以下のとおり、○○○○株式会社との間で、○○○○事業に関する業務提携を行うことについて決議いたしましたので、お知らせいたします。
１．業務提携の理由
２．業務提携の内容等
（１）業務提携の内容
＜資本提携を行う場合＞
（２）新たに取得する相手方の株式又は持分の取得価額
（３）相手方に新たに取得される株式の数及び発行済株式数に対する割合
＜資本提携の解消を行う場合＞
（２）取得している相手方の株式又は持分の帳簿価額
（３）相手方に取得されている株式の数及び発行済株式数に対する割合
＜合弁会社を設立する場合＞
（２）合弁会社の概要
	（１）
	名称
	○○○○株式会社

	（２）
	所在地
	○○県○○市○○△－△－△

	（３）
	代表者の役職・氏名
	

	（４）
	事業内容
	

	（５）
	資本金
	

	（６）
	設立年月日
	

	（７）
	決算期
	

	（８）
	純資産
	

	（９）
	総資産
	

	（10）
	出資比率
	○○○○株式会社：○○％、○○○○株式会社：○○％


（３）合弁会社の業績の見通し
合弁会社である○○○○株式会社は、○○年○月期において○○億円以上売上することを目標として営業活動を行います。
＜合弁会社を設立して行っている業務提携を解消する場合＞
（２）　合弁会社の概要
	（１）
	名称
	○○○○株式会社

	（２）
	所在地
	○○県○○市○○△－△－△

	（３）
	代表者の役職・氏名
	

	（４）
	事業内容
	

	（５）
	資本金
	

	（６）
	設立年月日
	

	（７）
	決算期
	

	（８）
	純資産
	

	（９）
	総資産
	

	（10）
	出資比率
	○○○○株式会社：○○％、○○○○株式会社：○○％


３．業務提携の相手先の概要
	（１）
	名称
	○○○○株式会社

	（２）
	所在地
	○○県○○市○○△－△－△

	（３）
	代表者の役職・氏名
	

	（４）
	事業内容
	

	（５）
	資本金
	

	（６）
	設立年月日
	

	（７）
	大株主及び持株比率
	

	（８）
	上場会社と当該会社
との間の関係
	資本関係
	

	
	
	人的関係
	

	
	
	取引関係
	

	
	
	関連当事者への該当状況
	

	（９）
	当該会社の最近３年間の連結経営成績及び連結財政状態

	決算期
	**年**期
	**年**期
	**年**期

	
	連結純資産
	百万円
	百万円
	百万円

	
	連結総資産
	百万円
	百万円
	百万円

	
	１株当たり連結純資産
	円
	円
	円

	
	連結売上高
	百万円
	百万円
	百万円

	
	連結営業利益
	百万円
	百万円
	百万円

	
	連結経常利益
	百万円
	百万円
	百万円

	
	親会社株主に帰属する
当期純利益
	百万円
	百万円
	百万円

	
	１株当たり連結当期純利益
	円
	円
	円

	
	１株当たり配当金
	円
	円
	円


４．日　程
	（１）
	取締役会決議日
	○○年○○月○○日

	（２）
	契約締結日
	○○年○○月○○日

	（３）
	事業開始日
	○○年○○月○○日（予定）


５．今後の見通し
＜本行為が支配株主との取引等に関するものである場合＞
６．支配株主との取引等に関する事項
（１）支配株主との取引等の該当性及び少数株主の保護の方策に関する指針への適合状況
本取引は、支配株主との取引等に該当します。当社が、○○年○○月○○日に開示したコーポレート・ガバナンス報告書で示している「支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針」に関する本取引における適合状況は、以下のとおりです。
なお、○○年○○月○○日に開示したコーポレート・ガバナンス報告書で示している「支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針」は以下のとおりです。
（２）公正性を担保するための措置及び利益相反を回避するための措置に関する事項
（３）当該取引等が少数株主にとって不利益なものではないことに関する、支配株主と利害関係のない者から入手した意見の概要
＜その他投資者が会社情報を適切に理解・判断するために必要な事項を記載する。＞
以　上
（参考）当期連結業績予想（○○年○○月○○日公表分）及び前期連結実績
	
	連結売上高
	連結営業利益
	連結経常利益
	親会社株主に帰属する当期純利益

	当期連結業績予想
（○○年○月期）
	***,***
	*,***
	*,***
	*,***

	前期連結実績
（○○年○月期）
	***,***
	*,***
	*,***
	*,***


（開示様式例）○○○○株式会社の株式の取得（子会社化）に関するお知らせ
○○年○○月○○日
各　位
会 社 名
○○○○株式会社
代表者名
代表取締役社長　○○　○○

（コード：○○○○、○○○○市場）
問合せ先
取締役広報・ＩＲ部長　○○　○○

（TEL．○○－○○○○－○○○○）
○○○○株式会社の株式の取得（子会社化）に関するお知らせ
当社は、○○年○○月○○日開催の取締役会において、以下のとおり、○○○○株式会社の株式を取得し、子会社化することについて決議いたしましたので、お知らせいたします。
１．株式の取得の理由
２．異動する子会社（○○○○株式会社）の概要
	（１）
	名称
	○○○○株式会社

	（２）
	所在地
	○○県○○市○○△－△－△

	（３）
	代表者の役職・氏名
	

	（４）
	事業内容
	

	（５）
	資本金
	

	（６）
	設立年月日
	

	（７）
	大株主及び持株比率
	

	（８）
	上場会社と当該会社
との間の関係
	資本関係
	

	
	
	人的関係
	

	
	
	取引関係
	

	（９）
	当該会社の最近３年間の連結経営成績及び連結財政状態

	決算期
	**年**期
	**年**期
	**年**期

	
	連結純資産
	百万円
	百万円
	百万円

	
	連結総資産
	百万円
	百万円
	百万円

	
	１株当たり連結純資産
	円
	円
	円

	
	連結売上高
	百万円
	百万円
	百万円

	
	連結営業利益
	百万円
	百万円
	百万円

	
	連結経常利益
	百万円
	百万円
	百万円

	
	親会社株主に帰属する
当期純利益
	百万円
	百万円
	百万円

	
	１株当たり連結当期純利益
	円
	円
	円

	
	１株当たり配当金
	円
	円
	円


３．株式取得の相手先の概要
	（１）
	名称
	○○○○株式会社

	（２）
	所在地
	○○県○○市○○△－△－△

	（３）
	代表者の役職・氏名
	

	（４）
	事業内容
	

	（５）
	資本金
	

	（６）
	設立年月日
	

	（７）
	純資産
	

	（８）
	総資産
	

	（９）
	大株主及び持株比率
	

	（10）
	上場会社と
当該会社の関係
	資本関係
	

	
	
	人的関係
	

	
	
	取引関係
	

	
	
	関連当事者への該当状況
	


＜個人の場合＞
	（１）
	氏名
	○○　○○

	（２）
	住所
	○○県○○市

	（３）
	上場会社と
当該個人の関係
	


＜ファンドの場合＞
	（１）
	名称
	○○○○ファンド（ケイマン）、エル・ピー

	（２）
	所在地
	1000 West Bay, Seven Mile Beach, Grand Cayman Cayman Islands

	（３）
	設立根拠等
	ケイマン諸島免税リミテッド・パートナーシップ法に基づくLPS（Limited Partnership）

	（４）
	組成目的
	△△△△株式会社グループが、自社の事業である◎◎◎◎事業と関連の深い○○○○関連事業に投資を行うため組成されたものです。

	（５）
	組成日
	○○年○○月○○日

	（６）
	出資の総額
	

	（７）
	出資者・出資比率
・出資者の概要
	１．**.**％　○○　○○　
（△△△△株式会社代表取締役です。）
２．**.**％　○○○○株式会社
（△△△△株式会社代表取締役○○　○○氏が個人で全額出資する○○関係の事業に投資することを専門とした会社です。）
３．**.**％　○○○○投資事業組合
（△△△△株式会社の子会社である□□□株式会社が出資する○○関係の事業に投資することを目的とした投資ビークルです。）

	（８）
	業務執行組合員の概要
	名称
	○○○○株式会社

	
	
	所在地
	○○県○○市○○△－△－△

	
	
	代表者の
役職・氏名
	

	
	
	事業内容
	

	
	
	資本金
	

	（９）
	国内代理人の概要
	名称
	○○○○株式会社

	
	
	所在地
	○○県○○市○○△－△－△

	
	
	代表者の
役職・氏名
	

	
	
	事業内容
	

	
	
	資本金
	

	（10）
	上場会社と当該
ファンドとの間の関係
	上場会社と
当該ファンド
との間の関係
	

	
	
	上場会社と業務執行組合員との間の関係
	

	
	
	上場会社と
国内代理人
との間の関係
	


４．取得株式数，取得価額及び取得前後の所有株式の状況
	（１）
	異動前の所有株式数
	***,***,***,***株
（議決権の数：***,***,***,***個）
（議決権所有割合：○○．○％）

	（２）
	取得株式数
	***,***,***,***株
（議決権の数：***,***,***,***個）

	（３）
	取得価額
	〇〇〇〇株式会社の普通株式　　○，○○○百万円
アドバイザリー費用等（概算額）　　　○○百万円
合計（概算額）　　　　　　　　○，○○○百万円

	（４）
	異動後の所有株式数
	***,***,***,***株
（議決権の数：***,***,***,***個）
（議決権所有割合：○○．○％）


５．日　程
	（１）
	取締役会決議日
	○○年○○月○○日

	（２）
	契約締結日
	○○年○○月○○日

	（３）
	株式譲渡実行日
	○○年○○月○○日（予定）


６．今後の見通し
＜本行為が支配株主との取引等に関するものである場合＞
７．支配株主との取引等に関する事項
（１）支配株主との取引等の該当性及び少数株主の保護の方策に関する指針への適合状況
本取引は、支配株主との取引等に該当します。当社が、○○年○○月○○日に開示したコーポレート・ガバナンス報告書で示している「支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針」に関する本取引における適合状況は、以下のとおりです。
なお、○○年○○月○○日に開示したコーポレート・ガバナンス報告書で示している「支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針」は以下のとおりです。
（２）公正性を担保するための措置及び利益相反を回避するための措置に関する事項
（３）当該取引等が少数株主にとって不利益なものではないことに関する、支配株主と利害関係のない者から入手した意見の概要
＜その他投資者が会社情報を適切に理解・判断するために必要な事項を記載する。＞
以　上
（参考）当期連結業績予想（○○年○○月○○日公表分）及び前期連結実績
	
	連結売上高
	連結営業利益
	連結経常利益
	親会社株主に帰属する当期純利益

	当期連結業績予想
（○○年○月期）
	***,***
	*,***
	*,***
	*,***

	前期連結実績
（○○年○月期）
	***,***
	*,***
	*,***
	*,***


（開示様式例）固定資産の取得に関するお知らせ
○○年○○月○○日
各　位
会 社 名
○○○○株式会社
代表者名
代表取締役社長　○○　○○

（コード：○○○○、○○○○市場）
問合せ先
取締役広報・ＩＲ部長　○○　○○

（TEL．○○－○○○○－○○○○）
固定資産の取得に関するお知らせ
当社は、○○年○○月○○日開催の取締役会において、以下のとおり、固定資産を取得することについて決議いたしましたので、お知らせいたします。
１．取得の理由
２．取得資産の内容
	資産の名称及び所在地
	取得価額（円）
	現　況

	○○○○配送センター
（○○県○○市）
	*,***,***,***円
	

	○○○○工場
（○○県○○市）
	*,***,***,***円
	

	合　計
	*,***,***,***円
	


＜固定資産の譲渡の場合＞
	資産の名称及び所在地
	譲渡価額（円）
	帳簿価額（円）
	譲渡益（円）
	現　況

	○○○○配送センター
（○○県○○市）
	**,***,***円
	**,***,***円
	**,***,***円
	

	○○○○工場
（○○県○○市）
	**,***,***円
	**,***,***円
	**,***,***円
	

	合　計
	**,***,***円
	**,***,***円
	**,***,***円
	


３．相手先の概要
	（１）
	名称
	○○○○株式会社

	（２）
	所在地
	○○県○○市○○△－△－△

	（３）
	代表者の役職・氏名
	

	（４）
	事業内容
	

	（５）
	資本金
	

	（６）
	設立年月日
	

	（７）
	純資産
	

	（８）
	総資産
	

	（９）
	大株主及び持株比率
	

	（10）
	上場会社と
当該会社の関係
	資本関係
	

	
	
	人的関係
	

	
	
	取引関係
	

	
	
	関連当事者への該当状況
	


＜個人の場合＞
	（１）
	氏名
	○○　○○

	（２）
	住所
	○○県○○市

	（３）
	上場会社と
当該個人の関係
	


＜ファンドの場合＞
	（１）
	名称
	○○○○ファンド（ケイマン）、エル・ピー

	（２）
	所在地
	1000 West Bay, Seven Mile Beach, Grand Cayman Cayman Islands

	（３）
	設立根拠等
	ケイマン諸島免税リミテッド・パートナーシップ法に基づくLPS（Limited Partnership）

	（４）
	組成目的
	△△△△株式会社グループが、自社の事業である◎◎◎◎事業と関連の深い○○○○関連事業に投資を行うため組成されたものです。

	（５）
	組成日
	○○年○○月○○日

	（６）
	出資の総額
	

	（７）
	出資者・出資比率
・出資者の概要
	１．**.**％　○○　○○　
（△△△△株式会社代表取締役です。）
２．**.**％　○○○○株式会社
（△△△△株式会社代表取締役○○　○○氏が個人で全額出資する○○関係の事業に投資することを専門とした会社です。）
３．**.**％　○○○○投資事業組合
（△△△△株式会社の子会社である□□□株式会社が出資する○○関係の事業に投資することを目的とした投資ビークルです。）

	（８）
	業務執行組合員の概要
	名称
	○○○○株式会社

	
	
	所在地
	○○県○○市○○△－△－△

	
	
	代表者の
役職・氏名
	

	
	
	事業内容
	

	
	
	資本金
	

	（９）
	国内代理人の概要
	名称
	○○○○株式会社

	
	
	所在地
	○○県○○市○○△－△－△

	
	
	代表者の
役職・氏名
	

	
	
	事業内容
	

	
	
	資本金
	

	（10）
	上場会社と当該
ファンドとの間の関係
	上場会社と
当該ファンド
との間の関係
	

	
	
	上場会社と業務執行組合員との間の関係
	

	
	
	上場会社と
国内代理人
との間の関係
	


４．取得の日程
	（１）
	取締役会決議日
	○○年○○月○○日

	（２）
	契約締結日
	○○年○○月○○日

	（３）
	物件引渡期日
	○○年○○月○○日


５．今後の見通し
＜本行為が支配株主との取引等に関するものである場合＞
６．支配株主との取引等に関する事項
（１）支配株主との取引等の該当性及び少数株主の保護の方策に関する指針への適合状況
本取引は、支配株主との取引等に該当します。当社が、○○年○○月○○日に開示したコーポレート・ガバナンス報告書で示している「支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針」に関する本取引における適合状況は、以下のとおりです。
なお、○○年○○月○○日に開示したコーポレート・ガバナンス報告書で示している「支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針」は以下のとおりです。
（２）公正性を担保するための措置及び利益相反を回避するための措置に関する事項
（３）当該取引等が少数株主にとって不利益なものではないことに関する、支配株主と利害関係のない者から入手した意見の概要
＜その他投資者が会社情報を適切に理解・判断するために必要な事項を記載する。＞
以　上
（参考）当期連結業績予想（○○年○○月○○日公表分）及び前期連結実績
	
	連結売上高
	連結営業利益
	連結経常利益
	親会社株主に帰属する当期純利益

	当期連結業績予想
（○○年○月期）
	***,***
	*,***
	*,***
	*,***

	前期連結実績
（○○年○月期）
	***,***
	*,***
	*,***
	*,***


（開示様式例）○○○○部門の廃止に関するお知らせ
○○年○○月○○日
各　位
会 社 名
○○○○株式会社
代表者名
代表取締役社長　○○　○○

（コード：○○○○、○○○○市場）
問合せ先
取締役広報・ＩＲ部長　○○　○○

（TEL．○○－○○○○－○○○○）
○○○○部門の廃止に関するお知らせ
当社は、○○年○○月○○日開催の取締役会において、以下のとおり、○○年○○月○○日をもって、○○○○部門の事業を廃止することについて決議いたしましたので、お知らせいたします。
１．事業廃止の理由
２．廃止事業の概要
（１）○○○○部門の内容
（２）○○○○部門の経営成績
	
	○○部門(a)
	○○年○月期連結実績(b)
	比　率(a/b)

	売上高
	*,***百万円
	**,***百万円
	○○．○％

	売上総利益
	*,***百万円
	**,***百万円
	○○．○％

	営業利益
	***百万円
	*,***百万円
	○○．○％

	経常利益
	***百万円
	*,***百万円
	○○．○％


（３）○○○○部門に属する従業員及び資産等の取扱い
３．日　程
	（１）
	取締役会決議日
	○○年○○月○○日

	（２）
	事業廃止期日
	○○年○○月○○日（予定）


４．今後の見通し
＜その他投資者が会社情報を適切に理解・判断するために必要な事項を記載する。＞
以　上
（参考）当期連結業績予想（○○年○○月○○日公表分）及び前期連結実績
	
	連結売上高
	連結営業利益
	連結経常利益
	親会社株主に帰属する当期純利益

	当期連結業績予想
（○○年○月期）
	***,***
	*,***
	*,***
	*,***

	前期連結実績
（○○年○月期）
	***,***
	*,***
	*,***
	*,***


（開示様式例）○○証券取引所○○○○市場における当社株式の上場廃止申請に関するお知らせ
○○年○○月○○日
各　位
会 社 名
○○○○株式会社
代表者名
代表取締役社長　○○　○○

（コード：○○○○、○○○○市場）
問合せ先
取締役広報・ＩＲ部長　○○　○○

（TEL．○○－○○○○－○○○○）
○○証券取引所○○○○市場における当社株式の上場廃止申請に関するお知らせ
当社は、○○年○○月○○日開催の取締役会において、以下のとおり、○○証券取引所○○○○市場に上場している当社株式について、上場廃止申請を行うことについて決議いたしましたので、お知らせいたします。
１．上場廃止申請を行う理由
２．○○証券取引所以外の上場取引所
△△証券取引所△△△△市場、□□証券取引所市場
３．上場廃止申請日
○○年○○月○○日
４．今後の見通し
＜その他投資者が会社情報を適切に理解・判断するために必要な事項を記載する。＞
以　上
（開示様式例）会社更生手続開始の申立てに関するお知らせ
○○年○○月○○日
各　位
会 社 名
○○○○株式会社
代表者名
代表取締役社長　○○　○○

（コード：○○○○、○○○○市場）
問合せ先
取締役広報・ＩＲ部長　○○　○○

（TEL．○○－○○○○－○○○○）
会社更生手続開始の申立てに関するお知らせ
当社は、○○年○○月○○日開催の取締役会において、以下のとおり、会社更生手続開始の申立てを行うことについて決議し、○○地方裁判所に申立てを行い、同日受理され、直ちに同裁判所より保全管理命令及び包括的禁止命令が発せられましたので、お知らせいたします。
１．申立ての理由
２．負債総額（○○年○○月○○日現在）
*,***,***,***,***円
３．今後の見通し
＜再生手続開始又は更生手続開始の申立ての場合＞
４．有価証券上場規程第６０３条第１項に規定する再建計画等の審査に係る申請の有無
＜その他投資者が会社情報を適切に理解・判断するために必要な事項を記載する。＞
以　上
（参考）申立ての概要及び当社の現況
１．申立ての概要
	（１）
	申立日
	○○年○○月○○日

	（２）
	管轄裁判所
	○○地方裁判所

	（３）
	事件名
	

	（４）
	申立代理人
	弁護士　○○　○○（○○法律事務所）


２．当社の現況
	（１）
	名称
	○○○○株式会社

	（２）
	所在地
	○○県○○市○○△－△－△

	（３）
	役員の状況
	取締役会長　　　　　○○　○○
代表取締役社長　　　○○　○○
代表取締役副社長　　○○　○○
専務取締役　　　　　○○　○○
常務取締役　　　　　○○　○○
常務取締役　　　　　○○　○○
取締役相談役　　　　○○　○○
取締役（社外）　　　○○　○○
取締役（社外）　　　○○　○○
取締役（社外）　　　○○　○○

	（４）
	事業内容
	

	（５）
	資本金
	

	（６）
	設立年月日
	

	（７）
	大株主及び持株比率
	

	（８）
	株主総数
	

	（９）
	株式の状況
	（発行する株式の種類及び発行済株式数）
普通株式　　　　：　***,***,***,***株
第１種優先株式　：　    ***,***,***株
第２種優先株式　：　    ***,***,***株

	（10）
	従業員数
	（連結）

	（11）
	労働組合
	

	（12）
	最近３年間の連結経営成績及び連結財政状態

	決算期
	**年**期
	**年**期
	**年**期

	
	連結純資産
	百万円
	百万円
	百万円

	
	連結総資産
	百万円
	百万円
	百万円

	
	１株当たり連結純資産
	円
	円
	円

	
	連結売上高
	百万円
	百万円
	百万円

	
	連結営業利益
	百万円
	百万円
	百万円

	
	連結経常利益
	百万円
	百万円
	百万円

	
	親会社株主に帰属する
当期純利益
	百万円
	百万円
	百万円

	
	１株当たり連結当期純利益
	円
	円
	円

	
	１株当たり配当金
	円
	円
	円


（開示様式例）新たな事業の開始に関するお知らせ
○○年○○月○○日
各　位
会 社 名
○○○○株式会社
代表者名
代表取締役社長　○○　○○

（コード：○○○○、○○○○市場）
問合せ先
取締役広報・ＩＲ部長　○○　○○

（TEL．○○－○○○○－○○○○）
新たな事業の開始に関するお知らせ
当社は、○○年○○月○○日開催の取締役会において、以下のとおり、新たな事業を開始することについて決議いたしましたので、お知らせいたします。
１．事業開始の趣旨
２．新たな事業の概要
（１）新たな事業の内容
（２）当該事業を担当する部門
（３）当該事業の開始のために特別に支出する金額及び内容
３．日　程
	（１）
	取締役会決議日
	○○年○○月○○日

	（２）
	事業開始期日
	○○年○○月○○日（予定）


＜特定の相手先が取引の多くを占める場合＞
４．相手先の概要
５．今後の見通し
＜本行為が支配株主との取引等に関するものである場合＞
６．支配株主との取引等に関する事項
（１）支配株主との取引等の該当性及び少数株主の保護の方策に関する指針への適合状況
本取引は、支配株主との取引等に該当します。当社が、○○年○○月○○日に開示したコーポレート・ガバナンス報告書で示している「支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針」に関する本取引における適合状況は、以下のとおりです。
なお、○○年○○月○○日に開示したコーポレート・ガバナンス報告書で示している「支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針」は以下のとおりです。
（２）公正性を担保するための措置及び利益相反を回避するための措置に関する事項
（３）当該取引等が少数株主にとって不利益なものではないことに関する、支配株主と利害関係のない者から入手した意見の概要
＜その他投資者が会社情報を適切に理解・判断するために必要な事項を記載する。＞
以　上
（参考）当期連結業績予想（○○年○○月○○日公表分）及び前期連結実績
	
	連結売上高
	連結営業利益
	連結経常利益
	親会社株主に帰属する当期純利益

	当期連結業績予想
（○○年○月期）
	***,***
	*,***
	*,***
	*,***

	前期連結実績
（○○年○月期）
	***,***
	*,***
	*,***
	*,***


（開示様式例）代表取締役の異動に関するお知らせ
○○年○○月○○日
各　位
会 社 名
○○○○株式会社
代表者名
代表取締役社長　○○　○○

（コード：○○○○、○○○○市場）
問合せ先
取締役広報・ＩＲ部長　○○　○○

（TEL．○○－○○○○－○○○○）
代表取締役の異動に関するお知らせ
当社は、○○年○○月○○日開催の取締役会において、以下のとおり、代表取締役を異動することについて決議いたしましたので、お知らせいたします。
１．異動の理由
２．新旧代表取締役の氏名及び役職名
（新任）氏　　　名：○○　○○（フリガナ）
新・役職名：代表取締役ＣＥＯ
（退任）氏　　　名：○○　○○（フリガナ）
旧・役職名：代表取締役ＣＥＯ
※　退任する○○　○○は、新たに代表権を有さない取締役会長に就任します。
３．新任代表取締役の略歴
	生年月日
	略歴
	所有株式数（千株）

	　○年
○月　○日生
	　○年　○月　　当社入社
　○年　○月　　企画部長
　○年　○月　　取締役業務企画部長就任
　○年　○月　　常務取締役（○○部門管掌）就任
　○年　○月　　○○○株式会社代表取締役社長就任（現）
　○年　○月　　当社取締役社長就任（現）
	*,***


４．就任予定日
○○年○○月○○日
＜その他投資者が会社情報を適切に理解・判断するために必要な事項を記載する。＞
以　上
（開示様式例）希望退職者の募集について
○○年○○月○○日
各　位
会 社 名
○○○○株式会社
代表者名
代表取締役社長　○○　○○

（コード：○○○○、○○○○市場）
問合せ先
取締役広報・ＩＲ部長　○○　○○

（TEL．○○－○○○○－○○○○）
希望退職者の募集について
当社は、○○年○○月○○日開催の取締役会において、以下のとおり、希望退職者の募集を行うことについて決議いたしましたので、お知らせいたします。
１．希望退職者の募集を行う理由
２．希望退職者の募集の概要
	（１）
	募集人員
	○，○○○名
（○○年○○月○○日現在の従業員数　○○，○○○名）

	（２）
	募集期間
	○○年○○月○○日　～　○○年○○月○○日

	（３）
	退職日
	○○年○○月○○日


３．今後の見通し
＜その他投資者が会社情報を適切に理解・判断するために必要な事項を記載する。＞
以　上
（参考）当期連結業績予想（○○年○○月○○日公表分）及び前期連結実績
	
	連結売上高
	連結営業利益
	連結経常利益
	親会社株主に帰属する当期純利益

	当期連結業績予想
（○○年○月期）
	***,***
	*,***
	*,***
	*,***

	前期連結実績
（○○年○月期）
	***,***
	*,***
	*,***
	*,***


（開示様式例）商号の変更及び定款の一部変更に関するお知らせ
○○年○○月○○日
各　位
会 社 名
○○○○株式会社
代表者名
代表取締役社長　○○　○○

（コード：○○○○、○○○○市場）
問合せ先
取締役広報・ＩＲ部長　○○　○○

（TEL．○○－○○○○－○○○○）
商号の変更及び定款の一部変更に関するお知らせ
当社は、○○年○○月○○日開催の取締役会において、以下のとおり、商号の変更及び定款の一部変更について○○年○○月○○日開催の第○回定時株主総会に付議することを決議いたしましたので、お知らせいたします。
１．商号の変更について
（１）変更の理由
（２）新商号（英文表記）
○○○○株式会社（英文：******* ****** Co., Ltd.）
（３）変更予定日
○○年○○月○○日
　　
２．定款の一部変更
（１）定款変更の理由
（２）定款変更の内容
＜その他投資者が会社情報を適切に理解・判断するために必要な事項を記載する。＞
以　上
（開示様式例）単元株式数の変更及び定款の一部変更に関するお知らせ
○○年○○月○○日
各　位
会 社 名
○○○○株式会社
代表者名
代表取締役社長　○○　○○

（コード：○○○○、○○○○市場）
問合せ先
取締役広報・ＩＲ部長　○○　○○

（TEL．○○－○○○○－○○○○）
単元株式数の変更及び定款の一部変更に関するお知らせ
当社は、○○年○○月○○日開催の取締役会において、以下のとおり、単元株式数の変更及び定款の一部の変更について決議いたしましたので、お知らせいたします。
１．単元株式数の変更について
（１）最近の投資単位の状況及び変更の理由
（２）変更の内容
単元株式数を１０００株から１００株に変更する。
（３）変更予定日
○○年○○月○○日
（参考）○○年○○月○○日をもって、東京証券取引所における売買単位も１００株に変更されることとなります。
２．定款の一部変更
（１）定款変更の理由
（２）定款変更の内容
＜その他投資者が会社情報を適切に理解・判断するために必要な事項を記載する。＞
以　上
（開示様式例）単元株式数の変更、株式併合及び定款の一部変更に関するお知らせ
○○年○○月○○日
各　位
会 社 名
○○○○株式会社
代表者名
代表取締役社長　○○　○○

（コード：○○○○、○○○○市場）
問合せ先
取締役広報・ＩＲ部長　○○　○○

（TEL．○○－○○○○－○○○○）
単元株式数の変更、株式併合及び定款の一部変更に関するお知らせ
当社は、○○年○○月○○日開催の取締役会において、○○年○○月○○日開催予定の第○回定時株主総会に、単元株式数の変更、株式併合及び定款の一部変更について付議することを決議いたしましたので、お知らせいたします。
1． 単元株式数の変更
（1） 変更の理由
（2） 変更の内容
単元株式数を１０００株から１００株に変更する。
（3） 変更予定日
○○年○○月○○日
（参考）○○年○○月○○日をもって、東京証券取引所における売買単位も１００株に変更されることとなります。
（4） 変更の条件
2． 株式併合、単元株制度の採用及び定款の一部変更の目的
（1） 併合の目的
（2） 併合の内容
	①
	併合する株式の種類
	普通株式

	②
	併合の比率
	○○年○○月○○日をもって、○○年○○月○○日の最終の株主名簿に記載された株主の所有株式○株につき○株の割合で併合する。

	③
	併合により減少する株式数
	


	株式併合前の発行済株式総数
	***,***,***,***株

	今回の併合により減少する株式数
	***,***,***,***株

	株式併合後の発行済株式総数
	***,***,***,***株


（3） 併合により減少する株主数
	所有株式数
	株主数（割合）
	所有株式数（割合）

	総株主
	***,***名（100.0％）
	***,***株（100.0％）

	○株未満
	
	

	○株以上
	
	


（4） 併合の日程（予定）
	取締役会決議日
	

	株主総会決議日
	

	効力発生日
	


（5） １株未満の端数が生じる場合の処理
（6） 併合の条件
3． 定款の一部変更 
（1） 定款変更の目的
（2） 定款変更の内容
（3） 日程
＜その他投資者が会社情報を適切に理解・判断するために必要な事項を記載する。＞
以　上
（開示様式例）決算期（事業年度の末日）の変更及び定款の一部変更に関するお知らせ
○○年○○月○○日
各　位
会 社 名
○○○○株式会社
代表者名
代表取締役社長　○○　○○

（コード：○○○○、○○○○市場）
問合せ先
取締役広報・ＩＲ部長　○○　○○

（TEL．○○－○○○○－○○○○）
決算期（事業年度の末日）の変更及び定款の一部変更に関するお知らせ
当社は、○○年○○月○○日開催の取締役会において、以下のとおり、決算期の変更及び定款の一部変更について○○年○○月○○日開催の第○回定時株主総会に付議することを決議いたしましたので、お知らせいたします。
１．変更の理由
２．決算期変更の内容
	現在
	毎年○○月○○日

	変更後
	毎年○○月○○日


（注）決算期変更の経過期間となる第○○期は、○○年○○月○○日から○○年○○月○○日までの○○か月決算となる予定です。
３．今後の見通し（第○○期及び第○○期の連結業績予想）（単位：百万円）
	
	連結
売上高
	連結
営業利益
	連結
経常利益
	親会社株主に帰属する当期純利益
	１株当たり配当金（円）

	
	
	
	
	
	○月○日
	□月□日
	合計

	第○○期
（○年○月期）
	***,***
	*,***
	*,***
	*,***
	***
	***
	***

	第○○期
（○年○月期）
	***,***
	*,***
	*,***
	*,***
	***
	***
	***


＜１株当たり配当金については、剰余金の配当に係るすべての基準日を記載する。＞
４．定款の一部変更
（１）定款変更の理由
（２）定款変更の内容
＜その他投資者が会社情報を適切に理解・判断するために必要な事項を記載する。＞
以　上
（開示様式例）特定調停法に基づく特定調停手続による調停開始の申立てに関するお知らせ
○○年○○月○○日
各　位
会 社 名
○○○○株式会社
代表者名
代表取締役社長　○○　○○

（コード：○○○○、○○○○市場）
問合せ先
取締役広報・ＩＲ部長　○○　○○

（TEL．○○－○○○○－○○○○）
特定調停法に基づく特定調停手続による調停開始の申立てに関するお知らせ
当社は、○○年○○月○○日開催の取締役会において、以下のとおり、特定債務等の調整促進のための特定調停に関する法律に基づく特定調停手続による特定調停の申立てを行うことについて決議し、○○地方裁判所に申立てを行いましたので、お知らせいたします。
１．申立てに至った経緯
２．希望する調停条項の概要
３．今後の見通し
＜その他投資者が会社情報を適切に理解・判断するために必要な事項を記載する。＞
以　上
（参考）当期連結業績予想（○○年○○月○○日公表分）及び前期連結実績
	
	連結売上高
	連結営業利益
	連結経常利益
	親会社株主に帰属する当期純利益

	当期連結業績予想
（○○年○月期）
	***,***
	*,***
	*,***
	*,***

	前期連結実績
（○○年○月期）
	***,***
	*,***
	*,***
	*,***


（開示様式例）転換社債型新株予約権付社債の期限前償還に関するお知らせ
○○年○○月○○日
各　位
会 社 名
○○○○株式会社
代表者名
代表取締役社長　○○　○○

（コード：○○○○、○○○○市場）
問合せ先
取締役広報・ＩＲ部長　○○　○○

（TEL．○○－○○○○－○○○○）
転換社債型新株予約権付社債の期限前償還に関するお知らせ
当社は、○○年○○月○○日開催の取締役会において、以下のとおり、当社第○回物上担保付転換社債型新株予約権付社債の期限前償還について決議いたしましたので、お知らせいたします。
１．期限前償還を行う理由
２．期限前償還の方法
全額繰上償還による。
３．繰上償還する銘柄
○○○○株式会社第○回物上担保付転換社債型新株予約権付社債
（旧・第○回無担保転換社債型新株予約権付社債）
４．転換請求期間満了日　　○○年○○月○○日まで
５．繰上償還期日　　　　　○○年○○月○○日まで
（注）繰上償還期日後は、利息はつかず、株式への転換もできなくなります。
６．繰上償還金額　　　　　額面○○○円につき○○○円
＜その他投資者が会社情報を適切に理解・判断するために必要な事項を記載する。＞
以　上
（参考）○○○○株式会社第○回物上担保付転換社債型新株予約権付社債の概要
	１．
	発行日
	○○年○○月○○日

	２．
	発行総額
	○○○億円

	３．
	未償還残高
	○○億○，○○○万円

	４．
	従来の償還期限
	○○年○○月○○日

	５．
	利率
	年率　○．○％

	６．
	新株予約権行使時における１株当たりの払込金額（転換価額）：○○○円○○銭


（開示様式例）公認会計士等の異動に関するお知らせ
○○年○○月○○日
各　位
会 社 名
○○○○株式会社
会 社 名
○○○○株式会社
代表者名
代表取締役社長　○○　○○

（コード：○○○○、○○○○市場）
問合せ先
取締役広報・ＩＲ部長　○○　○○

（TEL．○○－○○○○－○○○○）
公認会計士等の異動に関するお知らせ
当社は、○○年○○月○○日開催の監査役会において、以下のとおり、金融商品取引法第１９３条の２第１項及び第２項の監査証明を行う公認会計士等の異動を行うことについて決議いたしましたので、お知らせいたします。
１．異動年月日
○○年○○月○○日
２．就退任する公認会計士等の概要
（１）就任する公認会計士等の概要
	①
	名称
	○○○監査法人

	②
	所在地
	○○県○○市△△　○－○－○

	③
	業務執行社員の氏名
	○○　○○
○○　○○

	④
	公認会計士法に基づく上場会社等監査人登録制度への登録状況
	


※「公認会計士法に基づく上場会社等監査人登録制度への登録状況」には、以下のいずれかを記載する。
· 上場会社等監査人登録制度に登録済みである旨
· 改正公認会計士法の附則第3条第3項の規定によるみなし登録を受けている旨
（２）退任する公認会計士等の概要
	①
	名称
	○○○監査法人

	②
	所在地
	○○県○○市△△　○－○－○

	③
	業務執行社員の氏名
	○○　○○
○○　○○


３．２（１）に記載する者を公認会計士等の候補者とした理由
４．退任する公認会計士等の就任年月日
○○年○○月○○日
５．退任する公認会計士等が直近３年間に作成した監査報告書等における意見等
６．異動の決定又は異動に至った理由及び経緯
７．６．の理由及び経緯に対する意見
（１）退任する公認会計士等の意見
（２）監査役会の意見
＜退任する公認会計士等が７．の意見を表明しない場合＞
８．退任する公認会計士が７．の意見を表明しない理由及び退任する公認会計士等に対し、意見の表明を求めるために講じた措置の内容
＜新たに公認会計士等が就任しない場合＞
９．今後の見通し
＜その他投資者が会社情報を適切に理解・判断するために必要な事項を記載する。＞
以　上
（開示様式例）有価証券報告書（半期報告書）の提出期限延長に関する承認申請書提出のお知らせ
○○年○○月○○日
各　位
会 社 名
○○○○株式会社
代表者名
代表取締役社長　○○　○○

（コード：○○○○、○○○○市場）
問合せ先
取締役広報・ＩＲ部長　○○　○○

（TEL．○○－○○○○－○○○○）
○○年○月期有価証券報告書（○○年○月期半期報告書）の提出期限延長
に関する承認申請書提出のお知らせ
当社は、○○年○○月○○日開催の取締役会において、以下のとおり、企業内容等の開示に関する内閣府令第１５条の２第１項（企業内容等の開示に関する内閣府令第１８条の２第１項）に規定する有価証券報告書（半期報告書）の提出期限延長に関する承認申請書の提出を行うことについて決議しましたので、お知らせいたします。
１．対象となる有価証券報告書
　○○年○月期有価証券報告書（○○年○月期半期報告書）
２．延長前の提出期限
○○年○○月○○日
３．延長が承認された場合の提出期限
○○年○○月○○日
４．提出期限の延長を必要とする理由
＜その他投資者が会社情報を適切に理解・判断するために必要な事項を記載する。＞
以　　上
127

